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待機する透析患者のみなさん（都庁第一本庁舎 5階大会議場）
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第６章　被災者の受入支援
前文

　発災後から、被災地では食品や医薬品が不足するなど

生活環境が著しく悪化し、多くの被災者が避難を開始し

ていた。

　また、平成23年３月11日には、東京電力福島第一原子

力発電所から半径３㎞圏内の住民に避難指示が発令さ

れ、翌12日には半径20㎞圏内に拡大されるなど、福島県

では多数の避難者が発生した。

　そのため、県外避難者の相当数が都内に避難すること

が予想されたことから、受入態勢を整えることが急務と

なっていた。

　発災後の被災地の状況を踏まえ、都は、同年３月17日

に緊急で避難施設を開設し、その運営を行うなど、避難者

の受入れ態勢を整えた。

　都内避難者数は、震災以降増加を続け、平成24年４月

に9,505名と最大となったが、その後は逓減傾向にあり、

平成27年３月時点で7,434名となっている。

　都は、現在も避難者を支援するさまざまな事業を行っ

ており、避難者支援に取り組んでいる。

　本章では、こうした緊急受入事業、その後の主な避難者

支援事業の経緯、内容、課題等を紹介する。

【避難者支援（事業の概要）】
所管局 支援概要 事業名 実施根拠 実施財源 実施期間 備　考

緊
急
受
入

教育庁 児童・生
徒の受入

都立学校
等におけ
る被災し
た児童・
転学受入
支援

被災児童生徒
就学支援等臨
時特例交付金

被災児童生徒就学
支援等臨時特例交
付金交付要綱（文科
省）

国 費

東京都被災
児童生徒就学
支援等事業＊

東京都被災児童
生徒就学支援等
事業補助金交付
要綱（都）

国からの「被災
児童生徒就学
支援等臨時特例
交付金」を、「東京
都高等学校等生徒
修学支援基金
（生活文化局所
管）」に積み立て
て実施

平成23年
8月30日 ～

＊東京都被災幼
児就園支援事業
東京都被災児童
生徒就学援助
事業及び東京都
被災児童生徒
特別支援教育
就学奨励事業

平成27年度以降
は、単年度交付金
事業として継続

東京都立高等
学校等修学
旅行等給付金

東京都立高等学校
等修学旅行等給付
金交付要綱（都）

都一般財源

平成23年
7月1日から
24年3月31日
まで

平成24年度以降
は東京都立高等
学校等被災生徒
支援給付金へ統
合

東京都立高等
学校等被災生
徒支援給付金

東京都立高等学校
等被災生徒支援給
付金交付要綱（都）

平成24年
4月1日 ～

東京都立特別
支援学校被災
児童・生徒等
受入支援事業

東京都立特別支援
学校被災児童・生徒
等受入支援事業補
助金交付要綱（都）

平成23年
7月15日 ～

BumB東京
スポーツ文化館
の受入れ

平成23年
3月24日から
24年3月30日
まで

・ＢｕｍＢ東京文
化スポーツ文化
館の受入れは、受
け入れていた児
童の居住先が決
まり、支援が不要
となったため、閉
所

、
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第６章　被災者の受入支援
前文

【避難者支援（事業の概要）】
所管局 支援概要 事業名 実施根拠 実施財源 実施期間 備　考

緊急
受入 教育庁

児童・
生徒の心
のケア

被災地児童・生徒へのス
クールカウンセラーの派
遣・電話相談等（心のケア
支援事業）

・「緊急スクールカ
ウンセラー等派遣
事業」委託要綱（文
部科学省）

都一般財源
平成23年から
26年3月31日
まで

平成25年度
末事業終了
(各学校での相談
については、小・
中・高校全校へ
配置しているス
クールカウンセ
ラーで対応、電
話相談について
は、教育相談セン
ターの通常業務
の中で対応）

避
難
者
支
援

都市
整備局

住宅の
提供

都営住宅等の提供
災害救助法に基づ
く被災県からの応
援要請

災害救助法に
基づき被災県（→
国）へ求償

被災県の応援
要請に基づき、
平成23年4月
1日から実施。
住宅提供期限は
・福島県からの
避難者・平成28
年3月31日まで
・岩手県、宮城県
からの避難者・入
居から5年間

現在、国の通知に
より、被災県の判
断で１年を超え
ない範囲で供与
期間を延長

民間借上げ住宅の提供

災害救助法
（「災害救助法の
弾力運用について」
平成23年3月19日
付厚生労働省通知）

被災県の応援
要請に基づき、
平成23年6月
20日から実施
住宅提供期限は
上記と同じ

福祉
保健局

孤立化
防止事業

戸別訪問活動、サロン活動
等

・避難者の孤立化
防止事業実施要綱
（都）

都一般財源 平成23年
7月５日 ～

水道局 使用料の
減免 水道料金の減免 東京都給水条例30

条第１項

水道事業の減収
分に対して、一部
を一般会計から
補填して実施。

平成23年
3月11日から
28年3月31日
まで

平成28年4月以
降は未定

下水道
局 下水道料金の減免 東京都下水道条例

20条第１項

下水道事業の減
収分に対して、一
部を一般会計か
ら補塡して実施

平成23年
3月11日から
28年3月31日
まで

平成28年4月以
降は未定

産業
労働局 就労支援

緊急雇用創出事業

緊急雇用創出事業
等実施要領（厚労
省）

国からの「緊急雇
用創出事業臨時
特例交付金」を、
「東京都緊急雇用
創出事業臨時特
例基金」に積み立
てて実施

平成23年
5月2日から
24年3月31日
まで
（震災対応事業） 国から平成25年

度末で事業終了
と示されていた

東京都緊急雇用
創出事業実施要綱
（都）等　

平成23年
11月21日から
26年3月31日ま
で（震災等緊急雇
用対応事業）

緊急就職支援事業 東京都緊急就職
支援事業実施要綱 都一般財源

平成23年
8月29日 ～
（専門相談窓口の
設置）
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第６章　被災者の受入支援
前文

東京都による都内避難者        への支援について（概要）

（単位：人）

２７年
6月 9月 12月 3月 4月 6月 9月 12月 3月 6月 7月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

6,929 8,487 8,973 9,292 9,505 9,453 9,397 9,177 9,037 8,875 8,851 8,797 8,048 7,933 7,798 7,659 7,553 7,434

平成２３年 ２４年 ２５年 ２６年
都内避難者数

（復興庁の全国都道府県別調査
（平成23年6月から実施）より

１ 都内避難者数の推移

東京都による都内避難者への支援について 平成２７年３月現在

○ 都内避難者数は、震災以降増加を続け、平成24年4月に9,505名と最大となったが、その後は逓減傾向にあり、平成27年3月現在は7,434名となっている。

○ 都道府県別では、平成25年7月に山形県の8,669名を上回り、初めて全国最多の8,851名となり、以来、最多である。

＊ピーク ＊山形県を上回り全国最多
 

   

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

東京武道館
（スポーツ振興局）

味の素スタジアム

平成２３年
種別 施設名（所管局）

期間：平成23年3月17日から同年4月24日まで
最大受入数：362名

期間：平成23年3月17日から同年5月22日まで

２ 都による受入れの経緯

《避難所》
○ 震災まもなく、平成23年3月17日から東京武道館、味の素スタジアム、同月3月22日から東京ビッグサイトの都立施設において、災害救助法上の避難所としての緊急受入れを実施した。
○ その後4月以降は、避難の長期化に伴う避難者の方々の精神・肉体的負担を軽減し、かつ増え続ける新たな避難者の方々に対応するため、グランドプリンスホテル赤坂や都内ホテル・旅館等の協力を得て、事業者施設を

避難所として活用し、受入れを継続した。
《応急仮設住宅》

○ 都営住宅や国家公務員宿舎東雲住宅においても、4月以降一時提供住宅としての受入れを行っていたが、更なる避難の長期化や避難者の増大に対応して、6月20日から民間借上住宅における受入れを開始するとともに遡及
して応急仮設住宅に位置づけた。

味の素スタジアム
（スポーツ振興局）

東京ビッグサイト
（産業労働局）

グランドプリンスホテル赤坂
（都市整備局）

東京セントラルユースホステル
（産業労働局）

都職員共済組合施設
（職員共済組合）

都内ホテル・旅館等
（産業労働局）

都営住宅・国家公務員宿舎等
応

種別 施設名（所管局） 平成２６年 平成２７年 平成２８年平成２３年 平成２４年 平成２５年

避
難
所

期間：平成23年3月17日から同年5月22日まで
最大受入数：187名

期間：平成23年3月22日から同年4月24日まで
最大受入数：162名

期間：平成23年4月9日から同年 6月30日まで
最大受入数：788名

期間：平成23年4月3日から同年 7月15日まで
最大受入数：58名

期間：平成23年3月18日から同年 7月31日まで
最大受入数：158名

期間：平成23年4月24日から同年12月15日まで
最大受入数：549名

（ ○ 期間：平成23年4月 1日～岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から5年間」、福島県の避難者は「入居日から平成28年3月末日まで」都営住宅 国家公務員宿舎等
（都市整備局）

民間賃貸住宅
（都市整備局）

住
宅

応
急
仮
設

月

日
）

相
談
終
了

○ 期間：平成23年4月 1日 岩手県及び宮城県の避難者は 入居日から5年間」、福島県の避難者は 入居日から平成28年3月末日まで」
○ 受入状況：2,767名、1,213世帯（平成27年3月末現在）

◇ 住宅の提供
・ 都営住宅、国家公務員宿舎、民間賃貸住宅 等

◇ 窓口・相談
総合窓 相談

４ 避難生活の長期化を踏まえた支援

○ 都庁各局が情報共有、連携しながら避難者支援策を実施（以下は主なものを記載）

３ 都庁各局の主な役割

◇ 孤立化防止
・ 地域で行う交流会、戸別訪問の支援

◇ 上下水道料金の減免

福祉保健局
・孤立化防止事業

都市整備局
・住宅の提供

都営住宅・国家公務員宿舎・民間賃貸住宅

総務局（復興支援対策部）
・庁内外連絡調整
・避難者情報の把握・活用
・避難者への情報提供

情報共有
・連携

情報共有
・連携

12

28

○ 被災地の復旧・復興に向けた取組が徐々に進む一方で、特に福島県からの避難者を中心に避難生活の
長期化が見込まれる。

○ 都内避難者からも、住宅の提供など長期化する避難生活を支える支援へのニーズが大きい。
○ 被災県の要請や避難者の要望に応え、都内で安心して避難生活が送れるよう、以下のような生活全般
にわたる支援を実施。

○ 期間：平成23年6月20日～岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から 5年間」、福島県の避難者は「入居日から平成28年3月末日まで」
○ 受入数：601名、274世帯（平成27年3月末現在）

・ 総合窓口相談
・ 就職相談、就学相談 等

◇ 各種支援策の情報提供

・ 月２回の各戸配付による情報提供
・ ホームページ、ツイッター、情報コーナー

◇ 被災県との連携強化
・ 所在情報の共有、避難者への適切な情報提供等

◇ 被災市町村との連携強化

産業労働局
・就労支援（緊急就職支援事業）

教育庁
・就学支援、相談

避難者への情報提供
・被災県等との連携による避難者支援

・連携 連携

(

12
月
28
日)

相
談
終
了

新
規
受
入

《避難所》
○　震災まもなく、平成 23年 3月 17日から東京武道館、味の素スタジアム、同月 22日から東京ビッグサイトの都立施設において、                災害救助法上の避難所としての緊急受入れを実施した。
○　その後 4月以降は、避難の長期化に伴う避難者の方々の精神・肉体的負担を軽減し、かつ増え続ける新たな避難者の方々に対応す 　             るため、グランドプリンスホテル赤坂や都内ホテル・旅館等の協力を得て、事業者施設を
　避難所として活用し、受入れを継続した。
  《応急仮設住宅》
○　都営住宅や国家公務員宿舎東雲住宅においても、4月以降一時提供住宅としての受入れを行っていたが、更なる避避難の長期化  　              や避難者の増大に対応して、6月 20日から民間借上住宅における受入れを開始するとともに遡及
　して応急仮設住宅に位置づけた。
○　応急仮設住宅の入居期間は、これまで数度の延長を行い、現在は、 岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から 5年間」、福島県の 　              避難者は「入居日から平成 28年 3月末日まで」となっている。

○　都内避難者数は、震災以降増加を続け、平成 24 年 4 月に 9,505 名と最大となったが、その後は逓減傾向にあり、平成 27 年 3 月現在は                7,434 名となっている。

○　都道府県別では、平成 25 年 7 月に山形県の 8,669 名を上回り、初めて全国最多の 8,851 名となり、以来、最多である。

9,177

＊ピーク
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第６章　被災者の受入支援
前文

東京都による都内避難者        への支援について（概要）

（単位：人）

２７年
6月 9月 12月 3月 4月 6月 9月 12月 3月 6月 7月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

6,929 8,487 8,973 9,292 9,505 9,453 9,397 9,177 9,037 8,875 8,851 8,797 8,048 7,933 7,798 7,659 7,553 7,434

平成２３年 ２４年 ２５年 ２６年
都内避難者数

（復興庁の全国都道府県別調査
（平成23年6月から実施）より

１ 都内避難者数の推移

東京都による都内避難者への支援について 平成２７年３月現在

○ 都内避難者数は、震災以降増加を続け、平成24年4月に9,505名と最大となったが、その後は逓減傾向にあり、平成27年3月現在は7,434名となっている。

○ 都道府県別では、平成25年7月に山形県の8,669名を上回り、初めて全国最多の8,851名となり、以来、最多である。

＊ピーク ＊山形県を上回り全国最多
 

   

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

東京武道館
（スポーツ振興局）

味の素スタジアム

平成２３年
種別 施設名（所管局）

期間：平成23年3月17日から同年4月24日まで
最大受入数：362名

期間：平成23年3月17日から同年5月22日まで

２ 都による受入れの経緯

《避難所》
○ 震災まもなく、平成23年3月17日から東京武道館、味の素スタジアム、同月3月22日から東京ビッグサイトの都立施設において、災害救助法上の避難所としての緊急受入れを実施した。
○ その後4月以降は、避難の長期化に伴う避難者の方々の精神・肉体的負担を軽減し、かつ増え続ける新たな避難者の方々に対応するため、グランドプリンスホテル赤坂や都内ホテル・旅館等の協力を得て、事業者施設を

避難所として活用し、受入れを継続した。
《応急仮設住宅》

○ 都営住宅や国家公務員宿舎東雲住宅においても、4月以降一時提供住宅としての受入れを行っていたが、更なる避難の長期化や避難者の増大に対応して、6月20日から民間借上住宅における受入れを開始するとともに遡及
して応急仮設住宅に位置づけた。

味の素スタジアム
（スポーツ振興局）

東京ビッグサイト
（産業労働局）

グランドプリンスホテル赤坂
（都市整備局）

東京セントラルユースホステル
（産業労働局）

都職員共済組合施設
（職員共済組合）

都内ホテル・旅館等
（産業労働局）

都営住宅・国家公務員宿舎等
応

種別 施設名（所管局） 平成２６年 平成２７年 平成２８年平成２３年 平成２４年 平成２５年

避
難
所

期間：平成23年3月17日から同年5月22日まで
最大受入数：187名

期間：平成23年3月22日から同年4月24日まで
最大受入数：162名

期間：平成23年4月9日から同年 6月30日まで
最大受入数：788名

期間：平成23年4月3日から同年 7月15日まで
最大受入数：58名

期間：平成23年3月18日から同年 7月31日まで
最大受入数：158名

期間：平成23年4月24日から同年12月15日まで
最大受入数：549名

（ ○ 期間：平成23年4月 1日～岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から5年間」、福島県の避難者は「入居日から平成28年3月末日まで」都営住宅 国家公務員宿舎等
（都市整備局）

民間賃貸住宅
（都市整備局）

住
宅

応
急
仮
設

月

日
）

相
談
終
了

○ 期間：平成23年4月 1日 岩手県及び宮城県の避難者は 入居日から5年間」、福島県の避難者は 入居日から平成28年3月末日まで」
○ 受入状況：2,767名、1,213世帯（平成27年3月末現在）

◇ 住宅の提供
・ 都営住宅、国家公務員宿舎、民間賃貸住宅 等

◇ 窓口・相談
総合窓 相談

４ 避難生活の長期化を踏まえた支援

○ 都庁各局が情報共有、連携しながら避難者支援策を実施（以下は主なものを記載）

３ 都庁各局の主な役割

◇ 孤立化防止
・ 地域で行う交流会、戸別訪問の支援

◇ 上下水道料金の減免

福祉保健局
・孤立化防止事業

都市整備局
・住宅の提供

都営住宅・国家公務員宿舎・民間賃貸住宅

総務局（復興支援対策部）
・庁内外連絡調整
・避難者情報の把握・活用
・避難者への情報提供

情報共有
・連携

情報共有
・連携

12

28

○ 被災地の復旧・復興に向けた取組が徐々に進む一方で、特に福島県からの避難者を中心に避難生活の
長期化が見込まれる。

○ 都内避難者からも、住宅の提供など長期化する避難生活を支える支援へのニーズが大きい。
○ 被災県の要請や避難者の要望に応え、都内で安心して避難生活が送れるよう、以下のような生活全般
にわたる支援を実施。

○ 期間：平成23年6月20日～岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から 5年間」、福島県の避難者は「入居日から平成28年3月末日まで」
○ 受入数：601名、274世帯（平成27年3月末現在）

・ 総合窓口相談
・ 就職相談、就学相談 等

◇ 各種支援策の情報提供

・ 月２回の各戸配付による情報提供
・ ホームページ、ツイッター、情報コーナー

◇ 被災県との連携強化
・ 所在情報の共有、避難者への適切な情報提供等

◇ 被災市町村との連携強化

産業労働局
・就労支援（緊急就職支援事業）

教育庁
・就学支援、相談

避難者への情報提供
・被災県等との連携による避難者支援

・連携 連携

《避難所》
○　震災まもなく、平成 23年 3月 17日から東京武道館、味の素スタジアム、同月 22日から東京ビッグサイトの都立施設において、                災害救助法上の避難所としての緊急受入れを実施した。
○　その後 4月以降は、避難の長期化に伴う避難者の方々の精神・肉体的負担を軽減し、かつ増え続ける新たな避難者の方々に対応す 　             るため、グランドプリンスホテル赤坂や都内ホテル・旅館等の協力を得て、事業者施設を
　避難所として活用し、受入れを継続した。
  《応急仮設住宅》
○　都営住宅や国家公務員宿舎東雲住宅においても、4月以降一時提供住宅としての受入れを行っていたが、更なる避避難の長期化  　              や避難者の増大に対応して、6月 20日から民間借上住宅における受入れを開始するとともに遡及
　して応急仮設住宅に位置づけた。
○　応急仮設住宅の入居期間は、これまで数度の延長を行い、現在は、 岩手県及び宮城県の避難者は「入居日から 5年間」、福島県の 　              避難者は「入居日から平成 28年 3月末日まで」となっている。

○　都内避難者数は、震災以降増加を続け、平成 24 年 4 月に 9,505 名と最大となったが、その後は逓減傾向にあり、平成 27 年 3 月現在は                7,434 名となっている。

○　都道府県別では、平成 25 年 7 月に山形県の 8,669 名を上回り、初めて全国最多の 8,851 名となり、以来、最多である。

＊山形県を上回り全国最多

◇　住宅の提供
  ・　都営住宅、国家公務員宿舎、民間賃貸住宅 等
◇　窓口・相談
  ・　総合窓口相談
  ・　就職相談、就学相談　等
◇　各種支援策の情報提供
  ・　月２回の各戸配付による情報提供
  ・　ホームページ、ツイッター、情報コーナー
  ・　区市町村、社会福祉協議会による情報提供協力　等

◇　孤立化防止
  ・　地域で行う交流会、戸別訪問の支援
◇　上下水道料金の減免

◇　被災県との連携強化
  ・　所在情報の共有、避難者への適切な情報提供等

◇　被災市町村との連携強化
  ・　住民説明会の都内開催支援 等
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【発災直後の経緯】

Ｑ： まず、発災直後の経緯について、お聞かせくださ

い。

Ａ： ３月14日（月）からの１週間は原発事故の影響で

飲料水の問題が生じていました。私のいた行政

部では、担当職務の一環として、入手困難となっ

ていたペットボトル等を区市町村経由で配布す

る対応などを、関係局と連携して行っていたと

記憶しています。

　その後、３月20日（日）に総務局総務部長から

の呼び出しがあり、登庁すると、総務局長より

都内避難者受入担当の特命を命じられました。

　その当時、避難所として既に東京武道館と味

の素スタジアムは機能していましたが、長期化

する見通しだったため、全庁的な運営体制が組

まれました。東京ビッグサイトについても既に

22日の開設が決まっていました。

　実際の避難所は、避難者の皆さんが一斉に押

し寄せてくるということではなく、24時間、バラ

バラと人が来ていました。そのため、各施設の

所管局は24時間受付ができるように、苦心して

ローテーションを組んでいました。

【避難者受入対応と各局との調整】

Ｑ： 避難所運営に携わる中でご苦労されたことをお

聞かせください。

Ａ： 避難所の食事について災害対策基本法によると

無料配布しなければならず、急遽食事を用意す

ることになりましたが、人数分の食料を確保す

る必要があり、真夜中に施設所管局の職員自ら

弁当を購入し、タクシーで避難所まで運搬した

こともありました。

　避難が長期的になることを見越して、次の受

け皿探しを３月末から４月初め頃に開始しまし

た。当時の知事も局長も、東京は最後まで避難

してくる方を責任持って受け入れるという方針

でしたので、赤坂プリンスを管理する都市整備

局、アジュール竹芝を管理する共済組合、そし

て、国の観光庁をはじめ、さまざまな機関と調整

しました。各施設の所管局には、配置する人員

や労務管理など、大きな負担を掛けざるを得ず、

本当に申し訳なかったと思っていますが、本当

に真摯に対応していただきました。

【二次避難所への移動】

Ｑ： 一次避難所から二次避難所への移動について、

ご苦労をお聞かせください。

Ａ： 一次避難所ではプライバシーの確保が出来ない

ことから、大多数の避難者はホテルなどに移り

たいという希望でしたが、一方、ひとりになるの

が不安だという理由で、個室に移るのをいやが

る年配の避難者もおられ、説得に苦労しました。

避難者の考え方は、人それぞれであり、一様で

はないことがよく分かりました。

　また、避難が長期化してくるにつれて、学校

や職場との利便性などの面から、二次避難所に

ついて様々な条件が避難者から出されるように

なりました。彼らとのミスマッチが生じ、それ

らのニーズにわれわれが追い付かない面があ

り、苦労を重ねました。

　また、避難民同士でコミュニティを作ろうと

いう要望もあり、賛同する方がほとんどでした

が、中には関わりたくないという方もいました。

さらに車で避難してきている方も多く、都営住

宅等に移る場合など、駐車場の調整に苦労する

場面も多々ありました。

　二次避難所については、災害対策住宅に備え

なければならないものが法令等で決まってお

り、それは照明器具、ガステーブル、冷蔵庫、テレ

ビ、布団だったと記憶していますが、短期間内

にそれらを揃えるのに苦労しました。また、基

本的に現場のことは所管局がよくやってくれま

したが、法律との整合性とか制度の問題になる

と、所管局では対応しきれず、それが全部総務

局に来るため、その対応に苦心しました。

　大震災とその後の原子力発電所の事故により、被災地から多くの被災者の方が都内に避難されました。

　都は、各局を総動員し、避難者の受入れに当たりましたが、時間的余裕はありませんでした。

　総務局は、避難者に対応するため、急きょ行政部を中心に特命チームを編成し、各局の調整等を行いました。

　ここでは、その中心人物である、当時の行政部区市町村制度担当部長に話を伺います。

1　受入支援の経過
被災者の受入支援の取りまとめ　（インタビュー）
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【復興支援対策部への引き継ぎについて】

Ｑ： 都内避難者支援課の設置経緯を、お聞かせくだ

さい。

Ａ： ５月末になると、私の本来の職務である都区制

度の交渉を再開する動きがあり、そのための準

備が必要になりました。これまで活動していた

私たちのラインと後任の部長のラインが約半月

並行して引き継ぎを行い、８月に部が作られ、私

は担当をはずれました。後任の部長には、引き

継ぎ期間中、実際に都内避難者の受け入れ現場

を経験していただいたので、そのノウハウや実

態を理解してもらっていたと思います。

【東日本大震災の教訓等】

Ｑ： 今回の経験で、教訓になったことや今後の課題

がありましたら、お聞かせください。

Ａ： いざ避難者を受け入れるとなると、受け入れ施

設を管理する所管局が結局責任を持って仕事を

してもらわなければなりませんが、そこにどう

いうサポートができるか、全体的な視点から考

えるのが総務局の役割で、その両方がないとう

まくいかないと思います。また総務局には、避

難が長期化した時に起こった様々な問題に対応

するためのコントロールタワーとしての役割が

あったと思います。

　スポーツ振興局にしろ、産業労働局にしろ、

都市整備局にしろ、その場その場では厳しいや

りとりもしましたが、でも最後は、それぞれが行

うべきことをきちんとやったと考えます。

　今後とも、コントロールする人間と、それに応

じて動く人間が、きちんと連携できれば、何が

あっても対応できると思います。今回、都内避

難者に関して、少なくとも私がやっていた時期

は、実務を最も苦労してやっていただいたのは

各局の方々です。皆がやるべきことをきちんと

やっていただいたことにはとても感謝していま

す。

平成27年２月５日

都庁本庁舎にて

元　総務局行政部区市町村制度担当部長

堤雅史氏のインタビューより
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【発災直後の経緯】

Ｑ：発災直後の経緯について、お聞かせください。

Ａ： ３月11日の午後は、外部の先生方を交えた会議

を予定していましたが、発災後、会議を中止し

ようと電話しても通じなく、連絡に何時間もか

かりました。

　一方、スポーツ振興局（当時）としては、帰宅困

難者に対応するため、東京体育館や東京武道館

を開放するなどの大きな動きがありました。

　17日午前中、震災に伴う原子力発電所事故で

福島県から避難してくる方々の受入れを、当局

所管の東京武道館と味の素スタジアムで、24時

間体制で行うことが局内に伝えられ、その日か

ら対応することができる職員は、ただちに名乗

り出るように言われました。対応可能な職員は

一旦帰宅し、宿泊の準備をして、武道館に集合

しました。避難所は、その日の午後３時くらい

からオープンしました。

　突然のことであり、事前の準備等は一切あり

ませんでした。

Ｑ： 東京武道館の当初の状況について、お聞かせく

ださい。

Ａ： 最初は、何もない、ただの体育館に人が住める

状態を作らなければいけない状況だったので、

第一陣の担当者は苦労したと聞いています。具

体的には、大武道場に柔道の畳を敷いて寝るス

ペースを確保するとともに、卓球用の低いパー

テーションを使用し、生活スペースを区分けし

ました。

　職員は、受付、案内、物資の仕分け等、担当業

務ごとに班分けをして、避難者受入れ体制を整

えました。

　17日は、避難者の数はそれほど多くありませ

んでしたが、17日夜に避難所開設がテレビで報

道されると、18日朝から人が増えはじめ、私が第

２陣として到着した18日午後３時には大混雑の

状態でした。受付にもたくさんの人がいました。

Ｑ：その時の避難者は何人でしたか。

Ａ： どのくらいの方がいたか分かりませんが、最大

で362人と記憶しています。

【避難者受入の実際】

Ｑ：その後の様子を、お聞かせください。

Ａ： 避難所の混雑状況は３月末まで一向に変わりま

せんでした。

　責任者用の携帯電話は鳴り続け、警察や消防、

区役所等からの連絡や、マスコミからの取材も

多く、また、地域の人からも何かしたいという申

し出などがありました。責任者と副責任者は、

それぞれ業務用携帯電話を１台ずつ持っていま

したが、副責任者が不在の際は、携帯電話を２

台持っている状態になって、２台同時に持ちな

がら話すこともありました。

　緊急事態ということで、当初、職員は、午後

３時に到着してから翌日の午後３時まで24時間

勤務で対応しました。夜も避難者対応等でほと

んど休めず、せいぜい３時間寝られればいい方

でした。畳は避難者のために全部使ったので、

職員はＰタイルの上に小さなマットを１枚敷い

て、毛布にくるまって寝るような状態でした。

　なお、勤務体制については、数日後に変えま

した。

　初期の頃は警察、消防、区役所との組織的な

連携はなく、東京都で全部対応していました。

その後、各機関から避難所運営について連携す

る旨の申し出があり、警察、消防、区役所の職

員が、日中は常駐してくれるようになりました。

特に区役所は住民対応に慣れている様子でし

た。

　以下、細かい点ですが、支援物資については

基本的に受け入れるようにしていましたが、何

が不足しているか報道されると、同じ物資が集

　東日本大震災では、多くの被災者の方が都内に避難されました。

　その中で、スポーツ振興局（当時）は大規模施設を所管する局として、東京武道館と調布庁舎（味の素スタジアム）

における緊急受入を開始します。

　本稿では、東京武道館の緊急受入を直接担当された、元スポーツ振興局スポーツ事業部調整課長にインタビュー

し、その実像に迫ります。

緊急受入の運営 (インタビュー）
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中して届けられるようになりました。

　物資の配布は、ホールに並べ、必要な方が随

時取るという形をとりました。

　また、ペット連れの避難者のために、ペットは

別のエリアに隔離し、ケージも用意しました。

　車で避難してきた人のために、地下駐車場と、

近隣の能力開発センターの校庭を使用しまし

た。

　消灯時刻や朝電気を点灯する時刻について

は、試行錯誤を繰り返しました。300人を超える

集団のルール作りは、非常に難しい問題でした。

　体調が悪い避難者が出た場合は、小さめの部

屋に移ってもらって、医師の診察を受けてもら

いました。

　避難生活が長くなると、子どもの学校の問題

など、さまざまな相談を受けました。

　このように、何も決まりがないところに、まる

で、一つの村を急きょ作ったような感じで、各

避難者に対応しつつ、一個一個ルールを作って

いきました。

【成果、教訓等】

Ｑ：今回の経験で得た教訓などをお聞かせください。

Ａ： 他の機関との連携を、いかに早く、密接に作るか

がポイントです。今後、発生する災害において、

どこに避難所が開設されるにせよ、避難所運営

に必要となる入館者支援サービスが何であり、

その提供をどの機関に、どのように求めるのか、

備えておくことが重要です。そのためには、警

察、消防、区役所、及び医療関係の団体等と平

常時から、何かあった時の対応を話し合ってお

くことが必要だと思います。

【2020年を見据えた今後の展望】

Ｑ： スポーツ振興局は、その後、オリンピック・パラ

リンピック準備局となり、2020年の大会準備を

所管していますが、2020年大会について被災地

も含めた今後の展望をお願いします。

Ａ： 招致の段階から2020年大会は、復興して立ち

直った日本の姿を世界にアピールするという目

的があります。

　引き続き復興支援を進め、被災地を応援して

いきたいと考えています。

　被災地が復興し、元気になった姿を世界に発

信していきたいですね。

平成27年２月10日

都庁本庁舎にて

元　スポーツ振興局スポーツ事業部調整課長

篠祐次氏のインタビューより
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【発災直後の経緯について】

Ｑ：発災直後の経緯について、お聞かせください。

Ａ： すぐに局長の指示で、各部に物的人的な被害が

出ているか確認をさせました。

　夕方に副知事から、帰宅困難者のために持っ

ている施設を開放すべし、との指示があり、産業

労働局は東京国際フォーラム、東京ビッグサイ

ト、能力開発センター、シニアワークをはじめと

した施設を開放しました。

　都庁では、庁舎を帰宅困難者に開放するため、

財務局から床に敷く段ボールの提供要請があり

ました。すぐに文書箱（段ボール）をすべて供出

しました。

　一方、発災直後から全庁的な災害即応会議や

各局総務課長会が断続的に開催されました。そ

の中で原発事故に伴う計画停電について議論し

たことが印象に残っています。

　産業労働局では、産業技術研究センター駒沢

支所（旧アイソトープ研究所）から、大気浮遊塵

の放射能測定値が急激に上昇したとの報告があ

り、その後、放射能対策について話し合いまし

た。主なテーマは、①駒沢支所で検査できるキャ

パシティはどれほどか、②食料検査の頻度や品

目をどうするか、などでした。

　発災直後、都内で検査できる機関は、福祉保

健局の健康安全センター、産業技術研究セン

ター、及び首都大学東京の３つでした。

　産業技術研究センターでの放射能検査は大

気浮遊塵、水道水（浄水）、農林水産物を行いま

した。特に大気浮遊塵は当初１時間ごとの計測

だったので、産業技術研究センターの職員の負

担は非常に大きかったです。水道水は水道局の

検査体制が整うまで続きました。

　さらに、産業労働局では農林水産物の放射能

検査を行い、局長室で汚染状況の結果を分析、

その後に公表、という手順を繰り返しました。

　一方、商工部では初期対応として業界団体に

手持ち物資の供給（特にガソリン）を依頼しまし

た。ガソリンは非常用車両を動かすために必要

だったからです。数日おきに団体を通じてガソ

リンスタンドの在庫を確認していました。

【避難者受入について】

Ｑ： 避難者受入につき、産業労働局が取り組んだ事

業についてお聞かせください。

Ａ： 東京ビッグサイトでは、各局から各日30人程度

の職員を送ってもらい、避難所を運営しました。

　開設当初は、職員用の受け入れマニュアルが

完成するまでの丸２日間通しで、当局の課長に

現場の采配をお願いしました。非常にご苦労を

かけたと思います。その後マニュアルは、状況

の変化に応じて随時改定を繰り返しました。

　ビッグサイトの避難者のための生活必需品に

ついては、福祉保健局は物資はあるが輸送手段

がない、財務局もトラックがない、ということで

大型タクシーを手配し、ピストン輸送を行いま

した。

　避難者の食事についてはビッグサイト内の飲

食店の食事券を配るとともに、風呂については

ビッグサイト内に施設がないため大江戸温泉の

無料券を配りました。無料券は温泉側の寄付で

した。温泉までの交通手段についても、㈱ゆり

かもめのご協力をいただいた記憶があります。

　閉鎖に際しては、残った避難者に赤坂プリン

スホテルへ移っていただくことになり、赤プリ

を所管している都市整備局に引き継ぎました。

　また、避難者向けの緊急就職支援ということ

で、関係企業に協力していただき、重機オペレー

ター育成の職業訓練を展開しました。また、都

内各所の能力開発センターで優先入校枠を作

り、避難者を対象にしました。

　避難者受入についての庁内の取りまとめを担

当された、総務局行政部の担当部長には、とても

熱心に、かつ円滑に対応していただきました。

　発災直後より産業労働局では、東京国際展示場（東京ビッグサイト）における緊急受入、緊急雇用創出事業等の就

労支援、及び中小企業を対象にした多様な支援等の様々な施策を実施しました。

　本稿では、当時の産業労働局総務部総務課長及び同課庶務係長にインタビューし、話を伺います。

緊急受入、就労支援等の産業労働局の支援（インタビュー）
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【被災地支援について】

Ｑ： 次に、産業労働局の被災地支援について、お聞

かせください。

Ａ： 発災直後に、中小企業被災地事業継続特別支援

事業として、東京に本社がある企業が被災地に

工場を設置している場合、その改修費用を都が

負担するという事業を立ち上げました。

　また、被災した企業によるコラボレーション

商談会を、被災県で開催しました。

　観光部が立ち上げた被災地応援ツアーは、島

しょ部の災害で過去に実績がありましたが、今

回は島とは比較にならないほど規模が大きかっ

たので、旅行会社を通してスキームを作るのが

大変でした。当初は被災３県、宿泊のみが対象

でしたが、次年度からは福島県のみで、日帰り

も対象に加わりました。

【岩手県、宮城県及び福島県からの要請、対応等】

Ｑ： 被災県からの個別の要請がありましたら、お聞

かせください。

Ａ： 個別の要請は産業技術研究センターでありまし

た。

　公設試験研究機関のネットワークを通じて産

業技術研究センターには様々な要請があったよ

うです。機器の面では、福島県のハイテクプラ

ザ（公設試験研究機関）にポケット線量計を貸与

しています。被災３県以外でも栃木県、新潟県

の公設試験研究機関に対してサーベイメーター

（放射線測定器）を貸与しています。

　人的な面では、福島県のハイテクプラザに放

射線量測定支援のため、延べ８名の職員を派遣

しています。そのほかにも被災３県の中小企業

に赴き、節電・省エネ巡回を行い、中小企業の

実地で技術支援を行いました。

　人的な応援要請から物資まで、総務局から被

災県の要請メニュー（一覧表）が届いたので、可

能なものは出来る限り対応しました。特に、福

島県からの放射能検査機器関連の要請では、ダ

ストサンプラー（空気中の浮遊物質を捕捉する

機器）２台のほか多くの消耗品類を提供しまし

た。

　また、福島県の教育委員会からの要請により、

避難児童等に文房具を送りました。文房具は

関係組合の寄付で、都側で用意したトラックを

使って輸送しました。

　同時に複数の要望が複数のルートにより要請

されるので、それが同じものなのか別なものな

のか、混乱することが多かったと記憶していま

す。その点から、今後の災害対策にあたっては、

要請メニューを集約することが極めて重要なこ

とだと認識しています。

【成果、教訓等】

Ｑ： その他、今回の経験で得た成果、教訓などをお

聞かせください。

Ａ： 今回は東京が直撃を受けた訳でもないのに相当

程度、混乱しました。ネックは電源だったと考

えますが、今回のことを契機に、平時からＬＥ

Ｄ、蓄電池、自家発電、太陽光パネル等、エネル

ギーを身近な問題として意識するようになった

ことは意味があったと考えます。

　また、職員の年齢層が若返っているので、近

い将来、同様の震災が起こった場合、自分の子

どもの安否確認が出来るまで、職員は仕事に専

念できない可能性が考えられます。今後の大き

な課題であると認識しています。

平成27年２月16日

都庁本庁舎にて

元　産業労働局総務部総務課長　根本浩志　氏

　　　　　　　同課　庶務係長　原　郁　　氏

のインタビューより
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　地震発生から６日後の平成23年３月17日、福島第

一原発の事故に伴い、福島県から多くの住民が県外

に避難を開始し、そのうち相当数が東京に到着する

ことが見込まれた。

（2）　経緯・取組

　平成23年３月17日、スポーツ振興局（当時）が所管

する東京武道館（足立区）とスポーツ振興局調布庁舎

（調布市、以下「調布庁舎」という。）に、一時避難所を

開設することが決定され、その日の午後から避難者

受け入れを開始し、東京武道館については39日間、

調布庁舎については68日間、避難所の運営を行った。

２　目的・内容
（1）　目的

　一時的な緊急避難場所として、避難者の当面の生

活の場を提供するため。

（2）　内容

　次々に到着する入館希望者の受入れや様々な生活

物資の搬入などと並行し、避難者やその関係者から

の受入れについての問い合わせや各種相談、報道機

関からの取材、ボランティアや支援物資の提供の申

し出、警察をはじめとした関係機関からの問い合わ

せ、本庁からの状況の確認・指示、その他日々新たに

発生する問題に対応する中、運営体制を整備し、関

係機関の協力のもと、以下のような各種サービスを

提供した。

　　・食事の提供

　　・入浴券、タオル及び石鹸の提供（生活文化局）

　　・医療・保険相談（足立区医師会等）

　　・ 無料電話及びインターネット接続パソコンの

設置（NTT）

　　・法律相談（東京弁護士会）

　　・ ボランティアセンターの設置（足立区及び社

会福祉法人調布市社会福祉協議会）

　　・炊き出し、慰問　　　　　　　　　　　　等

＜東京武道館＞

多くの方が入居する避難スペース

入居者が集まる共有スペース

都営住宅申込受付の様子

入居者でにぎわう炊き出しの様子

2　被災者の受入

オリンピック・パラリンピック準備局　総務部総務課・スポーツ推進部調整課

避難所の提供（東京武道館、調布庁舎）
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＜調布庁舎＞ ３　実績・成果
（1）　実績

　東京武道館においては、閉鎖までに合計321世帯

718人が入館し、最も多い日には362人が滞在。調布

庁舎は、最大受入れ時で180名強に達した。

（2）　成果

　避難が長期化する中、被災者の負担をより軽減す

るため、旧グランドプリンスホテル赤坂や都営住宅

など環境の整った場へ移すこととなり、両避難所は

閉鎖し（東京武道館：平成23年４月24日、調布庁舎：

同年５月22日）、その役割を終えた。

４　事業実施に当たっての課題等
　必要となるサービスが何であり、その提供をどの

機関にどのように求めるのかということについて、

平時から備えておくことが、非常に重要である。ま

た、運営職員の負担軽減策や避難者に共同生活ルー

ルを遵守させる方策などを予め検討しておくことも

必要である。

５　その他
　特に苦労した点として、ゼロから始める館内の

ルールづくり、館内外の様々な要望・申し出につい

ての対応、勤務交代のための業務引き継ぎ、通常業

務との両立などが挙げられる。

看板を掲げる避難所入口

入居者向けに様々な情報を知らせる告知板

ボランティアセンター窓口の様子

避難スペースで過ごす入居者
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東京都職員共済組合は、東日本大震災の発生当時、

被災地の福島県に隣接した栃木県の那須町に保養施

設を有していた。このため、率先して被災者の施設

への受入れについて検討・準備を進め、箱根と竹芝

の保養・会館施設を含めた３施設において、宿泊料

無料で被災者を受け入れることとした。受入れは、

発災当日時点において岩手県、宮城県、福島県のい

ずれかに現住所を有する被災者を対象とし、東京都

が被災者に対して全面的な支援を行っていることや

総務省からの被災者受入れの協力依頼等も踏まえて

実施した。

（2）　経緯・取組

　発災後、那須及び箱根の保養施設については、計

画停電に伴う施設機能の低下等に鑑み、一旦通常営

業を休止。再開の条件等についての検討を行う一方、

震災による被害が著しい東北３県の被災者を支援す

るため、営業を継続している竹芝の会館施設を含め

た３施設で被災者受入を実施することとし、具体的

な方法の検討及び施設の運営受託業者との受入条件

の調整等を開始した。その後、停電に伴う施設機能

の低下等への対応がある程度可能となり、受入準備

が一定程度整った平成23年３月18日に、宿泊料無料

で被災者を受け入れることを発表し、受入れを開始

した。

　受入期間は、当初、同年６月30日までとしていた

が、那須及び竹芝においては６月に入ってからも受

入人数が減らないため、受入被災者に対する意向調

査を行い、この結果を踏まえ、仮設住宅の設置状況

や福島原発の収束状況等を勘案し、竹芝については

同年７月31日まで、那須については同年９月30日ま

で受入れを延長することとした。

　そして、箱根は当初予定どおり同年６月30日に受

入れを終了した。竹芝も延長期間内に受入被災者の

移転が完了し、同年７月31日に受入れを終了した。

　那須については、福島県から放射能被害を理由と

して避難してきた長期滞在の被災者が多かったた

め、この方たちが延長期間内に円滑に移転できるよ

うに取組を行った。その結果、同年９月24日に最後

の受入被災者が移転し、受入れを終了した。

＜具体的経過＞

　平成23年

　３月14日　 計画停電開始、２施設で通常営業休止、

被災者受入具体策等検討

　３月18日　 ３施設での被災者受入れについてプレ

ス発表及び受入開始

　６月上旬　 那須及び竹芝における受入被災者の意

向調査実施

　６月22日　 那須及び竹芝における受入延長を決定

　６月30日　箱根での受入終了

　７月13日　 那須において福島県職員による避難者

への現地説明会開催（これ以降、福島県

職員による巡回相談を数回実施、共済

組合職員も適宜立会い）

　７月31日　竹芝での受入終了

　９月24日　那須での受入終了

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災の被災者については、東京都が全面

的な支援を行っていることを踏まえ、共済組合にお

いても、保養・会館施設（ブランヴェール那須、箱根

路開雲及びアジュール竹芝）を活用し、被災者に良

好な避難環境を提供する。

　被災者の経済的状況等に鑑み、利用料金を免除し、

利用する際の便宜を図る。

（2）　内容

ア　避難場所の提供

　発災当日（平成23年３月11日）時点において、岩手

県、宮城県又は福島県のいずれかに住所又は居所を

有する被災者に対し、宿泊料無料で保養・会館施設

の客室を提供。朝・昼・夕の食事については、低廉

な食事メニューを用意し、被災者の実費負担により

提供。

職員共済組合事務局　事業部　厚生課

避難所の提供（ブランヴェール那須、箱根路開雲、アジュール竹芝）
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イ　被災者支援情報の提供

　都や被災自治体等で行っている支援の情報を、施

設内に掲示板を設置の上、随時提供したほか、被災

者に対する個別配布も実施。

ウ　移転先確保の支援

　長期滞在者に対しては、避難状況等についてのア

ンケート調査を実施し、個々の被災者の状況と移転

先の希望等について把握。東京都各局や福島県等と

連携し、説明会を開催。個々の被災者に共済組合職

員が直接働きかけて橋渡し等の支援を実施。

３　実績・成果
（1）　実績

　表１　受入実績のとおり

（2）　成果

　被災者がやすらぎを感じることができる施設設備

とスタッフ等の親身のサービスにより、被災者に対

して良好な避難環境を提供することができた。被災

と避難生活で傷ついた被災者の心身を癒すことがで

き、多くの方々から感謝の言葉をいただいた。

　受入終了に向けての移転先確保についても、適切

な支援を行うことにより、全員が受入延長期間内に

移転することができた。

４　事業実施に当たっての課題等
　今回の受入れについては、関係者それぞれの努力

により大きな問題が生じることなく終了することが

できた。ただし、保養・会館施設において受入れを

行う場合、通常営業との両立や長期滞在者の移転先

確保をどのように行っていくかが常に課題となるで

あろう。

５　その他
（1）　担当者のコメント

　受入れを行った保養・会館施設は、いずれも運営

を業者に委託しており、共済組合の直営施設ではな

い。このため、受入れを開始するにあたっては、受

入条件等について各受託業者と迅速に調整を行う必

要があり苦労した。しかしながら、関係者それぞれ

立場は違えども、困窮している被災者の助けとなり

たいとの思いは共通していた。このことが、的確な

連携につながった。

　受入れ終了に向けた長期滞在者の移転先確保支援

にあたっては、各被災者の私的な話も伺いながら、き

め細かく対応した。各被災者の事情も承知していた

だけに、最後の滞在者を見送ったときには感無量で

あった。受入終了後も、被災者の方が滞在していた

施設を訪ねて来られたり、折に触れて施設に手紙を

いただいたりした。このことは、被災者の方が感謝

の気持ちを胸に施設を後にしたことの証左であり、

素直に喜びを感じた。

表１　受入実績
受入施設 受入実績

ブランヴェール那須
受入期間：平成23年３月18日から同年９月24日まで　延べ190日
受入人数（延べ）：大人 3,563人　子供（3-12歳） 997人　合計 4,560人
（ほかに、幼児（3歳未満） 100人）

箱根路開雲
受入期間：平成23年３月18日から同年６月30日まで　延べ93日
受入人数（延べ）：大人 216人　子供（3-12歳） 39人　合計 255人
（ほかに、幼児（3歳未満） 22人）

アジュール竹芝
受入期間：平成23年３月18日から同年７月31日まで　延べ135日
受入人数（延べ）：大人 5,156人　子供 326人　合計 5,482人
（ほかに、幼児（ベッド等不使用） 1,016人）

３施設合計 受入人数（延べ）：大人 8,935人　子供 1,362人　合計 10,297人
（ほかに、幼児 1,138人）
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（2）　避難された方からいただいたお手紙の例
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第１節　緊急受入
第６章　被災者の受入支援
第１節　緊急受入

＜携帯電話＞

＜西ホール＞

＜物資＞

１　事業実施の経緯・背景
　東日本大震災の発生に伴い、被災者の緊急受入れ

を実施するため、東京国際展示場にて一時避難所を

開設した。

　平成23年３月22日　随時避難者の受入れ開始

　平成23年４月24日　避難所閉鎖

２　目的・内容
　飲食物、タオルなどの雑貨品、携帯電話充電所な

どの提供を実施。

３　実績・成果　
　総勢約300名を受入(平成23年３月22日から同年４

月24日まで)

　避難者の主な移転先は、都内ホテル及び都営住宅

等である。

産業労働局　商工部　調整課

避難所の提供（東京国際展示場）
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災の発生後から被災地では生活環境が

著しく悪化し、多くの被災者が避難を開始していた。

　特に福島県においては平成23年３月11日に東京電

力福島第一原子力発電所から半径３km圏内の住民に

発令された避難指示が、翌日には半径20km圏内に拡

大されるなど多数の避難者が発生した。

　このような状況の中で、株式会社プリンスホテル

側から同年３月31日に営業を終了し解体する予定で

あった「グランドプリンスホテル赤坂」について、一

時的に避難者向けに活用していただきたいとの提案

があったことから、東京都と株式会社プリンスホテ

ル側との間で協議を行った結果、福島原発事故によ

る不安感が広がっている福島県民のために共同で一

時避難施設を開設することとした。

（2）　経緯・取組

　株式会社プリンスホテル側からの提案を受け、関

係機関と調整を行った結果、次のような内容で受入

れを行うこととなった。

ア　概要

　利用期間　 平成23年４月９日から平成23年６月30

日まで（その後解体工事を予定）

　運営体制　 東京都、株式会社西武プロパティーズ、

株式会社プリンスホテルで協定を締結

　提供室数　約700室

　受入条件　 利用料は無償。館内の食事、駐車場は

自己負担なし。

イ　経緯

　平成23年

　３月24日　 「グランドプリンスホテル赤坂」での福

島原発避難者の受入れについて（プレ

ス発表）

　４月４日　 「旧グランドプリンスホテル赤坂」への

避難者の受入れについて（プレス発表）

　４月８日　 「旧グランドプリンスホテル赤坂」への

受入れ避難者の決定について（プレス

発表）　

　４月９日　受入れ開始

　４月12日　 「旧グランドプリンスホテル赤坂」への

避難者の第二次受入れについて（プレ

ス発表）

　４月15日　 「旧グランドプリンスホテル赤坂」への

避難者の第二次受入れに係る東日本大

震災等により都内に避難している方の

受入手続き等について（プレス発表）

　４月25日　 「旧グランドプリンスホテル赤坂」への

受入れ避難者の決定について（プレス

発表）

　４月27日　第二次受入れ開始

　６月30日　閉館（利用期間終了）

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災等により、被災地から都内に避難す

る避難者を迅速かつ円滑に受け入れる。

（2）　内容

ア　避難者の受入れ

　（ア）　第１回（平成23年４月４日プレス発表）

　　対象者　 第１回の都営住宅等への申し込み

に当選されなかった福島県からの

避難者で、国から避難指示が出さ

れた地域（福島第一原発から30㎞

圏内）以外からの方

東京都が設置した一時避難施設（東京

武道館、味の素スタジアム、東京ビッ

グサイト）を利用している方

　　受入決定数　138世帯

　（イ）　第２回（同年４月12日プレス発表）

　　対象者　 東京都、区市町村設置の一時避難

施設を4月14日現在利用している

方

　　　　　　福島県から都内に避難している方

　　受入決定数　208世帯

イ　窓口業務等

　館内では、都市整備局職員と株式会社プリンスホ

避難所の提供（旧グランドプリンスホテル赤坂）

都市整備局　住宅政策推進部　民間住宅課
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テル側のスタッフにより24時間体制で対応した。

　主な業務は、避難者の入退去管理、入居者（受入者）

の安全確保等、各種支援団体・マスコミ等対応、入

居者からの相談対応等、ホテル側や千代田区等との

連絡調整などであった。

　また、都内への避難者の方への地元自治体からの

情報提供や交流の機会を提供する目的で、「情報交流

センター」を館内１階ロビーに設置した。

ウ　ボランティア、イベント等の対応

　無料利用のボランティアについては、近隣のヘア

サロン、理容、マッサージ、飲食店などからの無料券、

館内での学習室、図書室、児童保育、法律相談など、

多くの支援団体からの申出により、様々なメニュー

が用意された。

　また、無料招待のイベントも数多く、観劇、コン

サート、スポーツ観戦、遊園地、水族館、映画、サーカ

スなど、閉館の日まで様々な招待が続いた。

　これらのボランティア、イベントの申出について

も、窓口業務等の職員が日々対応し、館内2階の情報

コーナーでお知らせを行った。

エ　利用期間終了に向けた対応

　旧グランドプリンスホテル赤坂は元々解体される

予定が決まっていた施設であり、利用期間を延長す

ることができないことから、次の移転先を確保する

必要があった。

　このため、平成23年５月下旬には移転に向けた全

体説明会を実施し、その後個別の相談会を行い、入居

者の意向を確認し、関係機関との調整も行いながら、

最終的には全世帯が各移転先に移ることができた。

３　実績・成果
（1）　実績

　最大受入数　366世帯788人（平成23年５月11日時点）

　　

（2）　成果

　未曾有の東日本大震災の中で営業を終了したホテ

ルを、福島県を中心とした多くの避難者のために活用

するということは、過去に例を見ない取組であった。

　また、一時避難施設として開設した東京都の施設

を順次閉鎖するに当たっても、この旧グランドプリ

ンスホテル赤坂が受け皿となり避難者の受入れを行

うことができた。

　最終的には大きな事故もなく、帰宅あるいは次の

避難所等に移転することができた。

４　事業実施に当たっての課題等
（1）　役割分担の重要性

　発災後、多くの避難者及びボランティアの方々へ

の対応だけでなく、プレス対応、他の行政機関や庁内

関係部署からの問合せが非常に多く、その対応に追

われてしまうと実施に関する企画立案や調整など事

業運営に必要な業務に手が回らなくなってしまう。

　調整、連絡、相談受付、企画立案等の様々な業務

に対し、職員の体制を構築し、役割分担を行い業務

を遂行していく必要がある。

（2）　ボランティアに関する調整

　旧グランドプリンスホテル赤坂での避難者受入れ

の発表直後から、ボランティアに関する問い合わせ

や申し出が数多く寄せらせた。

　避難施設の開設準備と並行して社会福祉協議会な

どと協議を進めていったが、対応が遅れるとせっかく

の善意を無駄にしてしまうばかりか、肝心の避難者

への対応が後手になるという悪循環を招きかねない。

　施設運営の開始前に関係団体等と受入れのルール

や役割分担などを調整し、シュミレーションしてお

くことが重要である。

（3）意思決定の迅速化

　非常時には方針決定から実行に至るスピードが大

事である。特に現場における問題解決の場面では、

検討に十分な時間がかけられず、素早い判断を求め

られるケースも多い。現場と本庁との連携をはじめ、

報告、相談、調整等について決定までの時間のロス

を軽減できるよう考える必要がある。

情報交流センター

情報交流センター
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災による

避難者受入のため、東京都の貸付けにより（一般財

団法人）日本ユースホステル協会が管理運営する「東

京セントラルユースホステル」において、東日本大震

災による避難者に対し、無料で部屋の提供を行うこ

ととした。

（2）　経緯・取組

　平成23年

　３月31日　受入開始プレスリリース

　　　　　　 「東北地方太平洋沖地震による避難者

等の受入れについて」

　４月３日　避難者等受入れ（～７月14日）

　７月14日　受入終了プレスリリース

　　　　　　 「東北地方太平洋沖地震による避難者

等の受入れ終了について」

２　内容
　（一般財団法人）日本ユースホステル協会が管理運

営する「東京セントラルユースホステル」において、

可能な範囲で部屋の提供（宿泊料無料）を実施する。

　また、協会ボランティアスタッフの音楽療法士や

美術療法士、落語家や子ども体験事業スタッフ等に

より、心を癒せるような様々なイベントを随時実施

する。

３　実績・成果
（1）　実績

　ア 　受入期間： 平成23年４月３日から同年７月14

日まで

　イ　受入人数：2,807人

（2）　成果

　ユースホステル施設を避難所として活用し個室空

間を提供することで、避難の長期化に伴う各避難者

の精神的・肉体的負担の軽減につながった。

４　その他
　当初、受入期間は平成23年６月中旬までを予定し

ていたが、７月14日まで期間を延長した。受入終了

にあたっては、新たな受入先として、災害救助法に

基づき避難所とされた都内旅館・ホテルなどを案内

することとした。

１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災では、発災直後より、岩手県、宮城

県、福島県（以下「被災県」という。）から多数の被災者

等が東京への避難を開始するとともに、被災県から

各都道府県に対し応援の要請が発出された。このよ

うな状況を受け、都では、避難所として東京武道館、

東京国際展示場（東京ビッグサイト）、調布庁舎（味の

素スタジアム）を活用し、避難者の受入を行ったとこ

ろであるが、その後、避難の長期化に伴い、避難者へ

の待遇改善の観点から、個室対応等が可能な施設へ

の移行を進めることとなった。

（2）　経緯・取組

　今回実施した都内のホテル及び旅館等（以下「旅館

等」という。）での避難者の受入は、平成23年３月24日

付けの観光庁通達を踏まえた、災害救助法を適用し

た事業であり、被災県から受入要請のあった避難者

を、東京都ホテル旅館生活衛生同業組合（以下「東京

都旅館組合」という。）に登録した旅館等に受け入れ

産業労働局　観光部　振興課

避難所の提供（東京都ホテル旅館生活衛生同業組合）

産業労働局　観光部　企画課

避難所の提供（東京セントラルユースホステル）
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るものである。

　都では、同年４月４日に東京都旅館組合に対して、

観光部スキームによる避難者の受入方法を説明し協

力を求めるとともに、受入実施に向けた調整を行った。

　また、３つの避難所においても、滞在する避難者に

対し同月20日から旅館等での避難者受入に関する周

知を開始し、併せて受入に関する相談窓口を設置す

ることで円滑な移転を目指した。これらの準備の下、

同月24日より、各旅館等での避難者受入を開始した。

　その後、各避難所からの移転を進めるとともに、

直接、被災県から訪れる避難者についても受入対象

とすることで幅広く受入を展開した。

＜具体的経過＞

平成23年

３月24日　 観光庁観光産業課長通知「県境を越えた

被災者の旅館・ホテル等への受入れにつ

いて」

４月４日　 東京都旅館組合への避難者の受入方法の

説明及び協力依頼

４月20日　 各避難所への受入案内文掲出及び相談窓

口設置

４月23日　 各旅館等に対し避難者受入に関する説明

会を実施

４月24日　 各避難所からの避難者の旅館等での受入

開始

５月16日　 被災県から直接訪れる避難者について旅

館等での受入開始

６月24日～ 旧グランドプリンスホテル赤坂に滞在す

る避難者を旅館等で受入

９月30日　新規の避難者受入を終了

10月31日　 旅館等での避難者受入を原則終了（経過

期間：～ 12月15日）

12月15日　 旅館等からの避難者退去が完了（事業終

了）

２　内容（図１）

３　実績・成果
(1)　実績

　ア 　受入期間：平成23年４月24日から同年12月15

日まで

　イ　延べ人数：978人（延べ443世帯）

　ウ　延べ泊数：62,247泊

　エ　ピーク時：８月15日（284世帯・549人）

　オ 　協力施設数：133施設（実際の受入対応：55施

設）

（2）　成果

　旅館等を避難所として活用し個室空間を提供する

ことで、避難の長期化に伴う各避難者の精神的・肉

体的負担の軽減につながった。

 

避難者 

産業労働局観光部 

・避難者の意向確認     ・旅館組合と協定締結 

・旅館組合との調整     ・旅館希望者リスト作成 

・観光庁との調整      ・費用支払い  等 

東京都ホテル旅館生活衛生同業組合 

・受入旅館との調整 
・全国組合等の調整 

旅館等 

・部屋提供 
・３食提供 

被災県 

受入旅館通知 
協定・受入調整 

協定締結 
(受入要請)  

受入の確認 

ヒアリング実施 
支払 

○ 事業スキーム 

移動 

支払 

図１　＜旅館等での避難者の受入＞
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４　事業実施に当たっての課題等
（1） 　ホテル等を活用した避難者の受入は、旅館業

法の所管が衛生担当課であることから、過去の災

害においては、各県の衛生担当課が所管してい

た。一方、東日本大震災においては、観光庁が、

県境を越える避難者の受入方針について公表し

たため、これらを踏まえ、都においても、観光所

管課がホテル等を活用した避難者の受入を担当

することとなった。

　しかし、個別の避難者への対応に当たっては、

高齢者や障害者、ペットへの対応など、観光所

管課がノウハウ・知見を有していない福祉施策

を中心とした対応を求められることがあった。

（2） 　長期間にわたり旅館等の個室を継続使用する

ため、退去後の原状回復に相当の費用を要する

ケースがあった。

５　その他
担当者のコメント

　全てにおいて先例がない中、都度迅速に方針を

決めて対応していく必要があったため、後になって

「もっとよい形での対応ができたのでは」と考えるこ

との多い事業であった。

　多くの善意により成り立つ事業であったが、独自

に類似の事業を実施している団体や施設も多く、情

報の集約・共有を図ることの困難さを痛感した。一

方で、観光的側面の強い旅館等が、いざというときに

避難所として機能する実例でもあり、今後の災害に

対する貴重な先例として、ノウハウを引き継ぐ必要

があると考えている。
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第６章　被災者の受入支援
第１節　緊急受入
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　福島県では、県内沿岸部で震災によるライフライ

ンの寸断や原発事故による緊急避難等の影響で透析

医療の継続が困難な状況になっていた。

　東京都での透析患者の受入れは、この状況の打開

に向けて動いた東京都区部災害時透析医療ネット

ワーク（以下「透析ネットワーク」と言う。）、日本医師

会、東京都医師会からの要請を受けて実施したもの

である。

（2）　経緯・取組

　平成23年

　３月15日　・ 透析ネットワークから、保健政策部疾

病対策課長あてにいわき市等で透析

医療の確保が困難になっている状況

について情報提供が入る。

３月16日　・ 透析ネットワークから透析患者の宿舎

確保依頼がある。

・ 福祉保健局は透析患者の受入れを決

定。患者状態、人数（400人から600人）

等の情報が未確定のまま、宿泊施設

の確保に奔走。日本青年館など複数

の宿泊施設の協力を得るが、国立オ

リンピック記念青少年総合センター

との交渉は継続。

３月17日

午前中　　・ 最大の宿泊人数を確保できる国立オ

リンピック記念青少年総合センター

と交渉を重ねる。

10時半頃　・ 透析患者を乗せたバス21台が東京都

に向けていわき市を出発したとの情

報が入る。

13時頃　　・ バスが埼玉県三郷パーキングエリア

を出発したとの情報が都に入る。

・ 宿泊施設が決まらないため、一旦都

庁へ。

14時半頃　・ 大型バス19台が都庁舎に到着。透析

患者を５階大会議場へ誘導

15時頃　　・ 遅れていた大型バス２台が到着

15時半頃　・ 国立オリンピック記念青少年総合セ

ンターとの交渉が成立し、受入れ決

定

・ 容態の悪い患者を救急車4台とバス

で病院へ搬送

19時頃　　・ 透析患者が宿泊施設へ向けて出発

その他　　・ 要介護者多数のため、都立看護学校

にボランティアを要請

・ 通院のための交通機関確保

・ 患者名簿及びカルテが無いため、保

健政策部の医師が付き添いの医療機

関医師から聞き取り調査（３月18日

未明まで。）

・ 各宿泊施設に都職員の常駐が必要の

ため、ローテーション調整

３月18日　・ 各宿泊施設から透析通院開始

・ 原発避難区域の患者及び医療スタッ

フに支援物資を供給

３月22日　・ 国立オリンピック記念青少年総合セ

ンターから、ＪＩＣＡ東京国際セン

ターへ患者の移送

３月24日　・ 国立オリンピック記念青少年総合セ

ンターから、ＪＩＣＡ東京国際セン

ター、日本青年館、新宿ニューシティ

ホテルへ患者の移送

・ 都営住宅申し込み意向調査の実施

４月３日　・ 全員退所（この間、福島県内各医療機

関の復旧に伴い順次帰省）

２　内容
（1） 　発端－透析治療の継続が困難となった福島県

いわき市

　平成23年３月15日午後７時30分頃、透析ネット

ワークから、保健政策部疾病対策課長に、「震災によ

るライフラインの寸断で、いわき市での透析医療の

確保が困難になっている。通院可能な患者約450名、

内２割ぐらいは介助が必要だが歩行可、16日に東京

着」との情報提供があった。

　当時、いわき市内の医療機関は、震災による断水や

停電などライフラインの寸断、加えて、福島第一原

3　患者等の受入
透析患者の受入

福祉保健局　保健政策部　疾病対策課
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子力発電所の相次ぐ水素爆発による放射能汚染の拡

大から物流が停止し、透析医療の継続が困難になっ

ていた。さらに、原発から20キロメートル圏内にあ

る透析医療機関からの避難患者もおり、早急に透析

医療を確保する必要があった。

（2）　都の受入れ準備

　同年３月16日に福祉保健局は透析患者の受入れを

決定した。被災県である福島県からの受入要請はな

かったが、透析ができない場合には生命の危険が生

じかねない切迫した状況の中、人道的な観点からの

決断であった。

　受入れの役割分担は、都内での透析医療機関の確

保、調整を透析ネットワークが行ない、透析患者の

宿泊先の確保を都が担うこととなった。

　受入れに当っては、避難患者等の人数や要介護度

などの基本情報が得られないため、一度第一本庁舎

５階大会議場で待機してもらい、その後、確保した宿

泊施設へ割り振ることとした。その際、局内の役割

分担として、総務部企画計理課は、宿泊施設の確保

及び提供食料の準備をし、保健政策部は、会場設営、

受付、案内、到着した患者情報の整理、医療スタッフ

との調整を担当することとした。

（3）　宿泊先の確保

　「今回の受入れ患者は、医療的ケアが必要なこと

から体育館等の避難所ではなく、暖房がありベッド

も用意できる宿泊施設等を確保する。」等の受入方

針を決定。総務部企画計理課は宿泊先の確保に奔走

した。健康安全部を通じて「東京都ホテル旅館生活

衛生同業組合」へ、また、スポーツ振興局（当時）に多

人数の受入れが可能な宿泊施設の紹介を依頼した。

　東京都ホテル旅館生活衛生同業組合では、数か所

の宿泊先を一旦確保したが、一施設の宿泊人数が限

られてしまい、患者が分散して医療スタッフによる

ケアが困難となることからこれらの宿泊施設を断念

した。

　また、避難患者の人数や性別、要介護状況などの

基本情報がない上に、避難患者数の情報が当初予定

していた400人規模から600人規模に増加するなど、

確定情報を得られない中、スポーツ振興局から紹介

された、国立オリンピック記念青少年総合センター、

JICA東京国際センター、日本青年館ホテルなど、宿

泊規模が数百人から1,500人規模の7施設と受入れ交

渉を行った。最大の受入れ数が見込める国立オリン

ピック記念青少年総合センターを管理する国立青少

年教育振興機構とは調整に時間を要してしまい、団

体を管轄する文部科学省と交渉を重ね、午後３時半

過ぎになってようやく受入れが決まった。

　一時は、宿泊施設の確保ができなかった場合、５

階大会議場に雑魚寝することも想定し、宿泊施設の

交渉と平行して寝具600人分を手配した。しかし、寝

具を納品できる業者は見つけたが、搬送手段の確保

ができなかった。

（4）　現地を出発

　同年３月17日午前10時半、透析患者数百名を乗せ

た大型バス21台が、東京都に向けていわき市を出発

したとの情報が入った。この頃、都では宿泊先の確

保に奔走している最中であり、まだ、受入れ施設も確

定していない状況であった。

　現地では、ライフラインの寸断により、医療機関に

おいても停電や断水が続き、さらに、原発事故による

影響で物流がストップし、非常用発電機の燃料の入

手や医療物資の入手も困難な状況であった。原発周

辺の市町では透析医療の提供が不可能な状況で、一

刻も早く出発せざるを得なかった。

　こうした混乱の中、医療機関ごとにまとまって移

動したにもかかわらず、送り出す側においても正確

な人数どころか、誰がバスに乗ったのかさえ把握で

きていない状況であった。このため、透析医療ネッ

トワークに依頼して移動中のバスの中で一人ひとり

状況確認を行ったが、透析医療ネットワークに各医

療機関から事前に渡されたリストから200人規模で

患者がいなくなっていたり、逆にリストに名前の無

い患者がバスに乗っていることが判明した。結局、

正確な人数を把握できないまま東京に向かってい

た。また、移動に際して、避難９医療機関全体を把

握し指揮するリーダーがいない上、誰がその役割を

担うかさえも決まっていない状況であった。

　午後１時頃、バス21台が埼玉県の三郷パーキング

エリアを出発したとの情報が都に入った。ここで初

めて、事前情報と異なり車椅子の患者が多数いるこ

とが判明し、急遽車椅子を確保した。また、昼食抜

きで来るとの情報があり、総務局の協力により、備

蓄物資の乾パンと水を確保した。局長からは、「水と

乾パンだけではかわいそうなので、おにぎりか何か

を用意できないか。」との指示があり、急遽おにぎり

を600個購入することとなった。しかし、600個のお

にぎりを短時間で用意できる業者がなかなか見つか

らず、たまたま別件で来庁していた百貨店の担当者

に相談しておにぎり屋を紹介してもらい、何とか間

に合わせることができた。
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（5）　都庁に到着

　午後２時30分、被災透析患者を乗せたバス19台が

第一庁舎２階正面玄関に到着した。到着した患者は、

順次福祉保健局職員に付添われながら５階大会議場

に移動したが、車椅子の方や介助、見守りが必要な

患者が事前情報よりも多いことが判明した。節電の

ためエレベーターの稼動数が通常の半分となってい

る中、車椅子とストレッチャーで順次運んでいたた

め、移動に時間を要した。

　さらに午後３時には、入院予定患者を乗せたバス

２台が到着した。今回の透析患者の移送をコーディ

ネートした透析ネットワークは、当初、入院患者を

乗せたバスは、直接入院予定先の医療機関を回って

患者を順次降ろすこととしていたが、実際は入院先

別に割り振り乗車ができていなかったため、一旦都

庁に来て割り振りし直すこととなった。

　その際、緊急透析が必要な患者が複数いたことか

ら、医療政策部が東京消防庁に救急車を要請し、無

事、医療機関に入院した。

（6）　大会議場にて

　第一本庁舎５階大会議場に入った透析患者に、お

にぎりと水を配布したところ、多数の患者から対応

した職員に対してお礼の声があった。その後、石原

都知事 (当時 )が透析患者を慰問し、挨拶を行なっ

た。最後に「頑張ろう。」と締めくくると、会場から大

きな拍手が沸き起こった。それから、企画担当部長

による挨拶や、疾病対策課長による状況説明、企画

計理課長による受入方針の説明を行った。その間、

同行してきた９医療機関の医療スタッフが宿泊先の

割り振りなどの調整を行なっていたが、避難してき

た透析患者に予定より多くの要介護者や高齢者が含

まれていること、患者カルテ等診療情報がない上、

患者の状況を同行医療スタッフが把握していないこ

と、各医療機関を取りまとめる代表者（事務局）の役

割をする人がいないことなどから調整に4時間以上

かかる事態となり、長時間に及ぶ待ち時間から気分

が悪くなる患者も出てきた。

　同行医療スタッフによる患者ケアの便宜を図る必

要から、宿泊先が分散されることを避け、受入先を

人数の多い国立オリンピック記念青少年総合セン

ターと日本青年館ホテルの２か所とした。また、医

療機関単位での行動を崩さないとの方針を決め、６

医療機関が国立オリンピック記念青少年総合セン

ターに、３医療機関が日本青年館ホテルに入所する

ことになった。

　午後７時過ぎに、ようやく宿舎への移動が始まっ

たが、高齢者及び車椅子などの介助が必要な患者が

多く、５階大会議場から２階の玄関までの移動、さら

に、バスへの乗車で１時間近く要した。それでも、患

者の多くは、対応した職員に対し感謝の意を述べ宿

舎に向かった。

（7）　宿泊施設にて

　宿泊先に決まった国立オリンピック記念青少年総

合センターと日本青年館ホテルは、青少年等の研修

を目的とした宿泊施設で、多人数の宿泊が可能であ

るが、特に、国立オリンピック記念青少年総合セン

ターは管理棟以外に従業員の常駐はなく、シーツか

ら清掃まで宿泊者が行なうシステムになっていた。

そのため、都職員が24時間常駐し管理することを宿

泊の条件とされた。そこで、保健政策部は、夜間は

管理職、日中は一般職員が交代で常駐対応すること

になった。

　17日に各宿泊施設に落ち着いた透析患者は、翌日

から、透析ネットワークが手配した都内の協力医療

機関45か所で順次透析を開始した。

　協力医療機関が都内に広く分散しており、また、透

析患者に見守りや移動介助が必要な方が大部分を占

めていることから、保健政策部の職員が交代で各宿

泊施設に詰め、早朝から患者の透析時間に合わせて

福祉タクシー等の手配を行なうとともに、夜間透析

が終わった透析患者の帰宿確認まで対応した。

　また、要介護者が多いため、医療政策部が都立看護

専門学校の教員と学生にボランティアを依頼し、透

析患者の付添いや健康管理に係る支援を実施した。

都庁舎５階大会議場入口の様子

会場で待機する患者のみなさん
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　宿泊施設については、国立オリンピック記念青少

年総合センターとの契約が平成23年３月21日までで

あったが、いわき市内のライフラインの復旧が進ま

ず、総務部企画計理課が延長交渉を行うも、同年３

月24日が限度で、さらに21日時点で宿泊人数を半数

に減らすことが条件になった。そのため、以前協力

を申し出ていたＪＩＣＡの東京国際センターと新た

に新宿ニューシティーホテルと契約し、同年３月22

日及び同月24日の２回に分けて透析患者の大移送作

戦を展開し、無事に移送を終えることができた。こ

の間、いわき市内の各医療機関においては、診療の再

開に向けて準備を続けており、３月末にはその準備

が整ったことから、４月３日に入院患者を除く全て

の透析患者が東京を後にした。

　なお、原発から20キロメートル圏内の警戒区域の

富岡町から避難してきた透析患者は、千葉県内の協

力医療機関の併設施設に身を寄せることになった。

３　実績・成果
（1）　実績

　透析患者399名の受入れ（入院患者を除く。）

（2）　成果

　多数の透析患者を受け入れるという過去に例のな

い取組であったが、都内の透析医療機関や宿泊施設、

看護学生ボランティアなど多くの協力を得て、透析

患者が福島県に戻るまでの間きめ細やかな支援を継

続することができた。

４　事業実施に当たっての課題
　透析患者の集団避難の受入れに当たって、福祉保

健局を挙げて対応をしたが、下記のことから準備を

含めて受入れ当初は混乱を来たした。

・避難に当って、避難元の自治体の関与が無かった。

・事前に避難患者の人数、症状等、受入れに必要な

情報の提供が無かった。

・複数の医療機関による集団避難をまとめる事務

局、代表者が不在であった。

・要介護者、高齢者が多数おり、介護スタッフが不

足していた。

・同行の医療従事者による患者の把握が不十分で

あった。

・確保した宿泊施設は研修施設ということもあり、

３月下旬から４月の上旬までは年度替わりで研修目

的の予約が少なかったことが幸いした。しかし、今

回協力を申し出た他の施設も含め、他の期間は予約

でほぼ一杯であるとのことから、今後、同様の対応

事例が発生したときに宿泊施設の確保が課題にな

る。

１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災発生後、地震・津波により被災した

り、福島第一原子力発電所の事故により避難した多

数の被災者等を、東京都をはじめ各都道府県が受け

入れた。

　東京都が設置した味の素スタジアム、東京武道館

及び東京ビッグサイトをはじめとする避難所のほ

か、親類宅等に受け入れられた避難者の中には、多

数の幼児、児童及び生徒が含まれており、避難の長

期化に伴い、避難中の児童・生徒等に対する就学機

会の確保が必要となった。

　文部科学省は、平成23年３月14日付「平成23年

（2011年）東北地方太平洋沖地震における被災児童生

徒等の就学機会の確保等について（通知）」により、被

災した児童・生徒等の公立学校への受入れについて、

「域内の公立学校への受入れを希望してきた場合に

は、可能な限り弾力的に取り扱い、速やかに受け入

れること」とするほか、義務教育段階における教科書

の取扱いや公立幼稚園、高等学校、特別支援学校等

における入学料の取扱い、心のケアを含む健康相談

等の充実などについて十分な留意を求める通知を発

出した。

教育庁　総務部　総務課
　　　　都立学校教育部　高等学校教育課・特別支援教育課
　　　　地域教育支援部　管理課・義務教育課

都立学校等における被災児童生徒等の受入支援

4　児童生徒の受入
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（2）　経緯・取組

　平成23年

　３月14日　 文部科学省から「平成23年（2011年）東

北地方太平洋沖地震における被災地域

の児童生徒等の就学機会の確保等につ

いて（通知）」を発出

３月17日　 被災地域からの生徒の受入れ等に関す

る通知等を関係機関へ発出

３月18日　 都内区市町村教育委員会に対し、被災

児童生徒等の就学についての特段の配

慮及び教育施設における被災児童生徒

の受入れについての検討依頼の文書を

発出

３月18日　 被災県教育委員会にＢｕｍＢ東京ス

ポーツ文化館等における児童・生徒の

受入れを案内

３月18日　 被災地域からの転入学者に対する入学

料減免措置の概要、生徒・保護者への

周知及び各都立高等学校における事務

処理について関係機関へ通知を発出

３月24日　 ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館で最初の

児童受入れ

４月４日　 各都立高等学校における、被災地域か

らの転入学者に対する教科用図書等の

給付の事務処理について関係機関へ通

知を発出

４月12日　 被災地からの転入児童生徒を含めた全

児童・生徒の人権に配慮した生活指導

を徹底するため、関係機関へ通知を発出

４月27日　 都立特別支援学校における、被災地域

からの転入学者に対する学校教育活動

に必要な経費の一部公費負担について

関係機関へ通知を発出

６月22日　 都立高等学校等における被災地域から

の転入学者に対する修学旅行費等の給

付金（東京都立高等学校等修学旅行等

給付金）について交付要綱を制定

７月15日　 被災児童・生徒等の都立特別支援学校

の学校教育活動に必要な経費の補助金

（東京都立特別支援学校被災児童・生

徒等受入支援事業補助金）について交

付要綱を制定

８月30日　 被災幼児の入園料、保育料の補助事業

（被災幼児就園支援事業）、被災児童・

生徒の小・中学校の学用品費、学校給

食費等の補助事業（被災児童生徒就学

援助事業、被災児童生徒特別支援教育

就学奨励事業）について要綱を制定

　平成24年

　１月12日　 各都立高等学校における、被災地から

の転入学者に対する入学料減免措置に

関する通知を関係機関へ発出

３月30日　 都立高等学校等における被災地域から

の転入学者に対する教育活動に必要な

経費の給付金（東京都立高等学校等被

災生徒支援給付金）について交付要綱

を制定

２　内容
（1） 　児童・生徒の都内区市町村立学校における受

入れ・就学支援

　ア　都内区市町村立学校における受入れ

　東京都教育委員会は、各区市町村教育委員会に対

し、平成23年３月14日付文部科学省通知の内容の周

知を図るとともに、同月18日付けで各区市町村教育

委員会に対し、管下公立学校への被災児童生徒等の

就学についての特段の配慮と、管下の教育施設にお

ける被災児童生徒の受入れについての検討を依頼す

る文書を発出し、必要な調整や情報提供を行った。

　都内の避難所においては、所在区市教育委員会が

児童・生徒の就学の相談を行っており、東京都教育

委員会も、就学に関する連絡先を周知するための案

内を配布するとともに、必要に応じ相談窓口の開設

を行った。

　イ 　区市町村立学校の被災児童・生徒等に対する

就学支援

　平成23年３月14日付文部科学省通知等を受け、東

京都教育委員会は次の３事業を実施した。

　（ア）被災幼児就園支援事業

　被災し、幼稚園への就園支援が必要となった幼児

の保護者等に必要な就園奨励事業を実施した区市町

村に対して、東京都が補助を行う。

　（イ）被災児童生徒就学援助事業

　被災し、就学困難と認められる児童生徒の保護者

等に必要な就学援助を実施した区市町村に対して、

東京都が補助を行う。

　（ウ）　被災児童生徒特別支援教育就学奨励事業

　被災し、特別支援学校及び特別支援学級等に就学

する幼児児童生徒の保護者等の経済的負担を軽減す

るため、必要な援助を実施した区市町村に対して、

東京都が補助を行う。
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（2）　児童・生徒の都立学校における受入れ・給付

　東日本大震災に被災した児童・生徒等の就学の機

会を確保する等の観点から、東京都教育委員会では、

都立学校への受入れを希望してきた児童・生徒の受

入れ及び教科書の給付等必要な支援を行った。

　ア　都立学校における受入れ

　（ア） 　都立高等学校及び都立中高一貫教育校にお

ける受入れ

　東日本大震災に被災したことに伴い、現在在籍す

る高等学校等又は入学予定の高等学校等に通学する

ことが困難となった生徒のうち、都内に転居するこ

とが確実な者から転学及び入学希望があった場合に

は、各都立高等学校等において受入れを行うことと

した。転入学に当たっては、学校教育法施行規則に

基づき、面接等必要な検査を実施の上、受入れを決

定し、入学考査料については免除することとした。

　（イ）　都立特別支援学校における受入れ

　都立高等学校と同様、東日本大震災に被災したこ

とに伴い、現在在籍する特別支援学校幼稚部又は高

等部に通学することが困難となった生徒等で都内に

転居することが確実な者から転学及び入学希望が

あった場合には、東京都特別支援教育推進室におい

て転学相談を行うこととした。この場合の都立特別

支援学校高等部における入学考査料については、免

除とした。

　なお、義務教育段階の都立特別支援学校小学部及

び中学部への転学希望の場合には、転居先となる区

市町村教育委員会で転学相談を行っている。

　（ウ）　入学料等の免除

　東日本大震災に被災し、又は同地震に伴う福島第

一原子力発電所の事故により避難し都立学校への転

入学を許可された者について入学料を免除した。

　イ　教科用図書等の給付

　東日本大震災に被災し都立学校に転入学した生徒

に対し、経済的負担を軽減し就学の機会を確保する

こと等を目的として、教科用図書、体操着等実技・

実習に要する用具等の購入経費、修学旅行等校外学

習に要する経費について公費により給付した。

（3）　ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館における受入れ

　被災し、小・中学校、高等学校等への通学が困難

となった児童・生徒に衣食住を提供するとともに就

学の機会を確保するため、発災直後の平成23年３月

18日に岩手県・宮城県・福島県教育委員会へＢｕｍ

Ｂ東京スポーツ文化館ほか３施設での児童・生徒の

受入れを案内した。

　入所した児童・生徒は、都立学校の教員・寄宿舎

指導員等のほか、東京学芸大学等のボランティアに

よる学習支援を受けながら、基本的な生活習慣を確

立した規則正しい共同生活を送った。

　ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館での受入れは、当初1

学期末までを予定していたが、福島第一原子力発電

所事故の収束が不透明であったことから、引き続き

平成23年度末まで受入期間を延長した。ただし、震

災前からの事前予約でＢｕｍＢ東京スポーツ文化館

が既に満室となっていた夏季休業期間の同年７月23

日（土曜日）から同年８月28日（日曜日）までは、都立

江戸川特別支援学校旧寄宿舎での生活となった。

　ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館における被災児童・

生徒受入事業の終了に際しては、学習支援やＦＣバ

ルセロナ選手との交流等各種イベントへの招待等で

支援していただいた43団体に対して、東京都教育委

員会から感謝状を贈呈するとともに、児童・生徒、

保護者及び一緒に生活してきた支援員による閉所式

典を行い、平成24年３月31日に閉鎖した。

３　実績・成果
（1）　都内公立学校の被災児童・生徒等受入状況

平成23年度 平成24年度 平成25年度
幼稚園 24人 31人 20人
小学校 659人 591人 545人
中学校 235人 236人 231人
高等学校 198人 231人 45人
中等教育学校 1人 1人 1人
特別支援学校 17人 15人 15人
合計 1,134人 1,105人 857人
※各年度５月１日現在の受入数

（2） 　都内公立学校の被災児童・生徒等に対する就

学支援

　ア 　区市町村立学校の被災児童・生徒等に対する

就学支援（表１のとおり）

　イ 　都立学校の被災児童・生徒に対する教科用図

書等の給付・補助実績

ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館の子供たちと学習ボランティア
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区　　分 平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

都立高等学校 1,947人 439人 405人

都立特別支援学校 3人 3人 2人

（内容）　a　 教科用図書及び授業で使用する補助教材
　　　　b　 体育着・柔道着・剣道着など実技・実習

に要する用具
　　　　c　 修学旅行、移動教室などの校外学習に参

加するための費用
※１　 都立高等学校における実績人数は、延べ人数で

ある。
※２　 都立特別支援学校における補助内容について

は、特別支援教育就学奨励事業と合わせて実施
している。

（3）　ＢｕｍＢ東京スポーツ文化館における受入れ

　受入期間　平成23年３月24日から平成24年３月30

日まで

　受入人数　30人（内訳：小学生14人、中学生５人、

高校生11人）

４　その他
担当者による当時の様子やコメント（ＢｕｍＢ東京

スポーツ文化館　受入業務従事者）

・ 当初、入所した児童・生徒が集団生活を送る上で

の決まり事等がほとんどなく、支援員との話し合

いながら、マニュアル等を徐々に形にしていく運

営となった。

・ 着任当時、施設利用や公費執行のためのマニュア

ル類や現金使用簿等、支援業務に必要な備品等が

なく、そうしたマニュアル類の整備、備品の調達等

から始まった。

・ 子供たちの通う学校に赴き、体操着や教員から要

望があった消耗品の購入なども行った。

・ 空いた時間、子供たちと話をしたり、一緒に遊ん

だりするなどして交流を深めることができた。小

学生の子供が丹精を込めて折ってくれた鶴が大切

な物となっている。

・ 今回の業務を通じて、被災地の方が必要としてい

ることを受動的に待つのではなく、実現可能な選

択肢を提示して要望を聞き取ることで現状を前進

できることを実感した。

表１
　区　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

被災幼児就園
支援事業

対象自治体 27区市 23区市 20区市町
補助金交付額 9,460千円 8,039千円 7,375千円

被災児童生徒 対象自治体 51区市町 47区市町 49区市町
就学援助事業 補助金交付額 59,493千円 48,719千円 45,952千円
被災児童生徒特別支援
教育就学奨励事業

対象自治体
実績なし

補助金交付額
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災発生後、地震・津波により被災した

り、福島第一原子力発電所の事故により避難したり

した多数の被災者等を、東京都をはじめ各都道府県

が受け入れた。

　東京都が設置した味の素スタジアム、東京武道館

及び東京ビッグサイトをはじめとする避難所のほ

か、親類宅等に受け入れられた避難者の中には、多

数の幼児・児童・生徒が含まれており、避難の長期

化に伴い、避難中の児童・生徒等に対する就学機会

の確保が必要となった。

　文部科学省は、平成23年３月14日付「平成23年

（2011年）東北地方太平洋沖地震における被災児童生

徒等の就学機会の確保等について（通知）」により、被

災した児童・生徒等の公立学校への受入れについて、

「域内の公立学校への受入れを希望してきた場合に

は、可能な限り弾力的に取り扱い、速やかに受け入

れること」とするほか、義務教育段階における教科書

の取扱いや公立幼稚園、高等学校及び特別支援学校

等における入学料の取扱い、心のケアを含む健康相

談等の充実などについて十分な留意を求める通知を

発出した。

（2）　経緯・取組

　平成23年

　３月14日　 文部科学省から「平成23年（2011年）東

北地方太平洋沖地震における被災地域

の児童生徒等の就学機会の確保等につ

いて（通知）」を発出

５月18日　 都内区市町村教育委員会に対し、「東京

都公立学校緊急スクールカウンセラー

派遣事業」の実施意向調査について（依

頼）」を発出

２　目的・内容
（1）　目的

　被災地から転入した児童・生徒等の心のケア

（2）　内容

　ア 　被災地から転入した児童・生徒への緊急ス

クールカウンセラーの配置　

　災害救助法適用地域から都内の公立小・中学

校へ転入した児童・生徒について、心のケアが

必要と都内区市町村が判断した場合、当該区市

町村からの要請に基づき緊急でスクールカウン

セラーを配置した。

　イ 　BumB東京スポーツ文化館等への都教育相談セ

ンター心理職、専門家アドバイザリースタッフ、

問題行動サポートスタッフの派遣　　

　被災地からの児童・生徒がBumB東京スポーツ

文化館等への入所に当たり、今後の適応を円滑

にするため、心理職との面談を設定した。

　面談で継続的な支援が必要な場合、及び都内

公立学校からの対応の要請がある場合には、専

門家アドバイザリースタッフや問題行動サポー

トスタッフを派遣した。

　ウ　被災地児童・生徒・保護者に対する電話相談

　被災地児童・生徒・保護者に対して電話応対

が24時間常時可能となるよう電話相談体制を整

備した。

３　実績・成果
（1）　実績

　ア 　被災地から転入した児童・生徒への緊急ス

クールカウンセラーの配置

　　平成23年度実績　都内11区市町

　イ 　BumB東京スポーツ文化館等への都教育相談セ

ンター心理職、専門家アドバイザリースタッフ、

問題行動サポートスタッフの派遣

　　平成23年度実績11件

5　児童・生徒の心のケア

教育庁　指導部　指導企画課

スクールカウンセラーの派遣・電話相談（こころのケア支援事業）
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　ウ　被災地児童・生徒・保護者に対する電話相談

　　平成23年度実績75件

（2）　成果

　被災地から転居を余儀なくされたり東日本大震災

を目の当たりにし、心理的な負担を負っている児童・

生徒等への心のケアを図ることができた。

４　その他
　緊急スクールカウンセラーの配置及びBumB東京ス

ポーツ文化館等への都教育相談センター心理職、専

門家アドバイザリースタッフ、問題行動サポートス

タッフの派遣については、平成23年度で終了した。

　電話相談については、平成24年度からは都教育相

談センターにおける通常業務の中で実施し、被災児

童・生徒へのメンタルアドバイザー（臨床心理士）

の派遣事業については、平成25年度で終了した。
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1　住宅の提供

第２節

１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　発災後の翌週の平成23年３月14日から避難者が

次々に都庁に来庁し始める。この時点では、東京都

での受入れ施設が整っていないため、先に受入れを

表明していた、さいたまスーパーアリーナを紹介す

ることとなった。その後、同年３月17日から東京武

道館と調布庁舎（味の素スタジアム）に避難所を設

け、約1,600人規模で避難者の緊急受入れを開始し

た。その後、東京国際展示場（東京ビッグサイト）と

東京国際フォーラムの2施設を追加するとともに、区

市町村とも連携を図りつつ、都内で約10,000人の受

入れ体制を整備した。

（2）　経緯・取組

　震災後、都営住宅等の提供については、被災県・国・

近隣県市等からの情報収集と調整に努め、３月中旬

には方針を決定し、短期間で避難者の受入れが可能

な住宅として都営住宅、東京都住宅供給公社から提

供を受けた公社住宅など、当初600戸を確保した。

　平成23年

　３月19日　 被災者からの電話対応開始（～４月中

旬）

３月23日　 申し込み受付開始（～３月25日）

３月28日　第１回抽選及び結果発表

４月１日　第１回当選者対象入居説明会

４月15日　 全落選世帯対象国家公務員宿舎への受

入れ

４月19日　 全落選世帯対象都営住宅への受入れ

４月26日　第２回都営住宅の受付

７月25日　 都内避難者受入れの常時相談の受付開

始

12月28日　受入れ受付終了

２　内容
（1）　都営住宅等の受入れ手続きなど

　平成23年３月25日までの受付は、約1,600世帯の応

募があった。地震等による避難者向けと福島第一原

子力発電所の事故に伴う避難者向け各300戸の計600

戸を確保した。入居に際しては高齢者、障害者、乳幼

児のいる世帯等を入居優先世帯としていたが、優先

世帯だけで確保した戸数を上回る応募があったこと

から、同年３月28日に抽選を行い入居者を決定した。

　同年４月１日、第二本庁舎２階で、当選した避難

者一人ひとりに、割当て住宅について、場所や間取

りなどの説明を行った。その後避難者が各自入居す

る都営住宅に向かい、現地で入居説明会、入居手続

き及び鍵の交付となった。現地では、自治会など居

住者団体や区市と連携し、受入れ世帯数、学齢期の

児童数、高齢者数などを事前に連絡の上、また住宅

建設事務所の職員や公社職員の協力も得て、各団地

の集会所15か所で同時に行った。

　常時受付の開始後は、受付・審査→住宅の確保・

割当→住宅設備器具等設置→入居説明・手続という

サイクルになり、受入れ住宅の準備が整うごとに、

頻繁に入居説明と入居手続きを実施し、平成23年９

月６日から平成24年３月８日まで、国家公務員宿舎

の入居手続も合わせると入居説明及び入居手続の回

数は計40回に上った。入居まで避難者が待機する期

間は、受付から入居まで約1か月から2か月であった。

第二本庁舎20階E会議室が臨時抽選会場

被災県東京事務所職員立会のもと抽選

避難者支援

都市整備局　都営住宅経営部

都営住宅等の提供

第６章　被災者の受入支援
第２節　避難者支援
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（2）　避難者への連絡方法

　第１回目以降の都営住宅等の入居に関する避難者

への連絡は、迅速に伝えることを重視し、主に入居

申込みをした避難者の連絡先に電話をかけ、口頭で

内容を伝えるものであった。部内各課職員が手分け

をして、あらかじめ用意したマニュアルに沿って電

話をかけた。しかし避難者がすぐに電話に出てくる

とは限らず、何回かかけ直す場面が少なからずあっ

た。

（3）　受付・手続き会場の手配など

　会場の手配については、財務局の庁舎管理課や総

務局の警備担当と入居受付や入居説明のあるたび、

打合せ、多数の人数が一度に押し寄せても対応可能

な空間として第二本庁舎内の臨時窓口、入札室、２階

ロビーなどを確保することに努めた。

　第二本庁舎１階ホールが支援物資で埋め尽くさ

れ、１階フロアも救援物資受付会場に使われている

ことから、実際使えるのは第二本庁舎２階のタリー

ズコーヒーがある周辺と庁舎出入り口周辺の空間に

限定されていた。

（4）　受付の終了

　平成23年４月から受入れを行ってきた都営住宅に

ついては、被災県と調整の上、同年12月28日をもっ

て受付を終了した。

（5） 　都内避難者への都営住宅等の割り当てについ

て

　ア　避難者の受入れ住宅の確保

　（ア）　都営住宅の確保

　住宅の確保に当たっては、直ちに使用できる住宅

で、ある程度戸数がまとまっている団地であること

を条件とすることから、建替事業の移転先として確

保している住宅にしぼり、これらの住宅を所管して

いる東部住宅建設事務所及び西部住宅建設事務所

に、建替事業に支障のない範囲で、提供できる住宅

を至急選定するよう要請を行った。

　住宅建設事務所では、当面、建替事業で使用しな

い住宅を精査し、かつ、浴槽設置の有無や補修の必

要性があるかなど、使用に問題のない住宅を至急点

検の上、約400戸の住宅を確保することができた。

4月1日午前第二本庁舎2階にて

4月1日午後都営成増五丁目APにて

＜主な避難者受入れ都営住宅＞

百人町四丁目第５アパート
（新宿区）

小松川三丁目第２アパート
（江戸川区)

武蔵野緑町二丁目第３アパート
（武蔵野市）

第６章　被災者の受入支援
第２節　避難者支援
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　（イ）　国からの国家公務員宿舎の提供

　平成23年４月１日の第１回の都営住宅等への受入

れに当選されなかった方で、「原発周辺において、国

から避難指示等が出された地域の避難者」、「東日本

大震災の地震により居住継続が困難になった避難

者」を優先して、国から提供を受けた国家公務員宿

舎である東雲住宅を活用し、都営住宅とあわせて約

700戸を確保した上で、第2回の避難者の方の受け入

れを行った。国からは、東雲住宅以外にも九段住宅

及び東久留米住宅の提供を受けた。

　イ　避難者への住宅の決定

　避難者の住宅を決めるに当たっては、申込書に記

載された内容を基に、以下の基準に基づいて住宅の

決定を行った。

＜申込書への主な記載項目＞

　申込書には、申込者名、現在の居所、連絡先、入居

予定者、続柄、年齢、優先区分、希望地区を記入項目

とした。

　優先区分は、乳幼児、妊婦、障害者、難病患者、65

歳以上の高齢者がいる世帯とし、入居希望地区とし

て、「23区」・「多摩地域」・「どちらでもよい」とした。

　これらの情報を基に、以下の基準に沿って、住宅

の決定を行った。

＜住宅を決定する基準＞

・ 避難者の世帯人数に応じた広さ

・ 避難する方の性別・年齢、妊婦、乳幼児、学齢期

児童、その他の事情を踏まえ、避難者の方の意向

や状況を可能な範囲で反映

・ 避難者の方が孤立しないように、一定の団地にま

とまって入居していただくなどコミュニケーショ

ンの維持にも配慮

・ （特に２回目の住宅決定からは、受入れ住宅のス

トックを勘案しながら、同じ地域からの避難者が

まとまって入居できるようにした。）

　常時受付になってからは、東京での生活が長くな

るにつれて、通学、通院、介護などの個別の事情が

多くなり、住宅の決定が難しくなり、都営住宅等で

対応できない場合、民間賃貸住宅で受け入れるなど

避難者の方に配慮した。

　ウ　受入手続

　避難者の受入れの手続に当たっては、手続の簡素

化が図られ、短い期間で受け入れることができた。

　避難者の受入れの方針決定からわずか2週間余り

で多数の避難者の受入れができたのは、都営住宅経

営部の各課及び東西住宅建設事務所との連携・協力

があって可能になったものである。

（6）　住宅設備器具等の貸与について

　ア　住宅設備器具等５点の貸与

　東日本大震災等による避難者は、急な避難を余儀

なくされた方々であったため、避難への準備が不十

分であると想定された。このため、避難者への都営

住宅等の一時提供に当たり、避難者が直ちに生活が

開始でき、また被災地の状況など必要な情報を得ら

れるよう、ガステーブル、照明器具、寝具、テレビ及

び冷蔵庫の５点（住宅設備器具等）について、避難者

都営住宅等申込書

 
平成２３年　　　月　　　日

【申込者】

県 市 ・ 町 ・ 村

全壊 　 半壊 流出 避難指示・ その他
屋内退避指示

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

明/大/昭/平　（○印）

  　　・　　   ・ 　　　   ( 　　　  歳)

女

女

男

女

（○印）

男

女

現在の居所
（連絡先住所）

本　人

（携帯等）

東北地方太平洋沖地震等による避難者　都営住宅等申込書

り災時の
住　　所

 東　京　都　知　事　　殿

ふりがな

氏    名

連絡先

電話番号       －　　　　　       －

男

女

入居希望欄
（○印）

２３区内 多摩地域

（満年齢）
続　柄

性別 生年月日

どちらでもよい

男

女

番
　
号

男

男

女

男

（○印）

優先
区分

申込区分 左記　１（１）①


居住継続が困難になった被災
者の方

国から避難指示が出された地域等
からの避難者の方

左記　１（１）②

り災程度

入
居
予
定
者

氏    名

（○印）

＜東雲住宅＞

東京メトロ豊洲駅方面より 建物敷地内より 居室からの風景

第６章　被災者の受入支援
第２節　避難者支援
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が入居する住宅に設置することとした。

　イ　緊急的かつ即時対応の必要性

　今回設置する住宅設備器具等の経費については、

災害対策予算として措置できるよう関係部局と調整

を図り、災害救助法等による国への求償についても

視野に入れるとともに、第1次受入れとなる震災発

生から20日後の平成23年4月1日まで短期間となるた

め、緊急処置として都営住宅等事業会計により住宅

設備器具等を購入・設置することとした。

　また、入居に際しては、設置と併せて都営住宅等

の空家清掃等を実施する必要があった。

　その後、複数回にわたる避難者の受入れの対応に

ついても、常にスピードを意識した準備態勢体制が

不可欠であった。

　ウ　応急仮設住宅の指定

　都営住宅等は、入居当初、避難所としての位置付

けであったが、平成23年６月、災害救助法による応

急仮設住宅としての扱いとなった。ついては、他県

の応急仮設住宅の標準仕様であるエアコン、網戸及

びカーテンが未設置であったため、対応することと

なった。しかし、すでに盛夏を迎えており、避難者か

らの早い設置の要望もあり、同年７月20日の学校の

夏休み前までを目途に設置を迅速に進めるよう取り

組んだ。

３　その他
担当者のコメント

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、未

曽有の被害をもたらした。東京都は、被災地より避

難された方々を可能な限り受入れてきた。過去にも、

地震や噴火など自然災害による避難者を受入れして

きた経験はあったが、今回の受け入れはそれに加え

て原発事故による避難者の受け入れが多くを占めた。

　原発事故による避難者については、県の意向によ

り福島県在住者全てを対象としたが、受入れ対象者

の範囲の定義づけが非常に難しかった。

　首都直下型をはじめ地震はいつ発生するか分から

ないと言われている。都職員も避難者となり得る可

能性は十分ある。

　避難者の受入れ業務を通じて経験したことは、常

日ごろから地震等に備えるとともに、想定外の事態

に直面しても、現場にあるもので工夫しながら対応

していくこと、そして、自らが被災者になったとき

は、自身の行動や言動について、都の職員として自

覚をもって行動していくことを強く感じた。

　今回の避難者受入れ業務は、さまざまな都の部局か

ら支援や各方面から協力を頂いた上で成し得たもの

である。この場を借りてご協力の御礼を申し上げる。

住宅設備器具等５点セット

 寝具  照明器具 

 ガステーブル 

 テレビ 

 冷蔵庫 
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東京都では、都民が震災等で被災した場合に備え、

地域防災計画に基づき、不動産業関係の業界団体

（（公益社団法人）東京都宅地建物取引業協会、（公益

社団法人）全日本不動産協会東京都本部及び（公益社

団法人）東京共同住宅協会）と民間賃貸住宅の借上げ

についての協定を締結している。

　今回、東日本大震災の発生に伴い、被災県から応

援要請があったことにより、東京都として、応急仮

設住宅を避難者に提供することとなった。

　当初は都営住宅等で受け入れたが、様々な事情に

より都営住宅等で受入れができない方を対象として

民間賃貸住宅を借り上げて避難者に提供することと

なった。

　まず、閉鎖後のグランドプリンスホテル赤坂に避

難されている方を対象に受け入れ、その後、その他の

都内へ避難している方を対象に受け入れた。

（2）　経緯・取組

　被災３県からの民間賃貸住宅の借上げに係る依頼

（平成23年５月８日　福島県、同月11日　宮城県、同

月19日　岩手県）があり、また、旧グランドプリンス

ホテル赤坂への避難者の受入れが終了する（同年６

月30日）ことから、民間賃貸住宅を借り上げ、応急仮

設住宅として提供することの検討を開始した。

　平成23年

　５月　募集要件の検討

被災３県からの要請に従って、入居者要件

を設定した。

　家賃は7.5万円／月（世帯人数５名以上は10

万円／月）を上限として民間賃貸住宅を借り

上げ提供することとした。同時に、日本赤十

字社から寄贈された生活家電セットや都貸与

の布団、テレビ及び冷蔵庫の手配も行った。

　実際の業務は「（公益財団法人）東京都防災・

建築まちづくりセンター」に委託し、受入れ

を行うこととした。

　６月20日　 民間賃貸住宅による受入れの開始（プ

レス発表）

当面、８月末までの受付を予定

災害救助法に基づき、入居期間は当面

１年間

　７月22日　 上記のプレス発表の具体的な内容とし

て、被災者受入れ業務を委託したこと

に伴い、７月27日以降の受付業務を上

記センターで実施すること及び受付期

間を当面平成23年８月31日までとする

ことを発表（プレス発表）

　９月１日　 受付期間を当面９月30日までとする。

（プレス発表）

　９月26日　 受付期間を12月28日までとする。（プレ

ス発表）

　11月25日　 被災３県からの要請に基づき、入居期

間を２年間に延長（プレス発表）

　12月28日　 受付終了（入居者の契約は平成24年３

月30日まで発生）

　平成24年

　５月16日　 入居期間を３年間に延長（プレス発表）

　平成25年

　９月18日　 入居期間を岩手県、宮城県からの避難

者は４年間、福島県からの避難者は平

成27年３月末まで延長（プレス発表）

　

２　目的・内容
（1）　目的

　被災県からの応援要請に基づき、被災地において

居住継続が困難になり、都内に避難している方を対

象に応急仮設住宅を提供することにより、住宅の確

保を図る。

都市整備局　住宅政策推進部　不動産業課

民間借上げ住宅の提供
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（2）　内容

　ア　募集条件等

対象世帯
（１） 通学、通院、介護などの個別のご事情があり、都営住宅等では適切な住宅が見つからない方。宮城県及び岩手県に居住さ

れていた者については、東日本大震災により居住継続が困難な者
（２） 既に都内の民間賃貸住宅で賃貸借契約を締結し居住されている者で、所定の条件を満たし、家主等の同意を得て都の借

上契約に切り替えることが可能な方

対象物件・経費等
家賃等（都負担） 家賃、共益費、管理費、駐車場料、退去修繕負担金、仲介手数料、損害保険料等

借上げ期間 借上契約を締結した日から当面１年間(当初)

その他 新耐震基準を満たす建築物であること
エアコン、コンロ、照明器具、給湯器、カーテンが設置されていること

　イ　募集の周知方法

　平成23年６月20日　都ホームページに情報掲載

　プレス発表と併せて、都ホームページに募集につ

いて掲載するとともに、都内の避難所でも情報提供

を行った。

　ウ　募集、入居申込の受付・相談・事務手続

　平成23年７月27日～　募集受付【（公益財団法人）

東京都防災・建築まちづくりセンター】

　業務委託した「（公益財団法人）東京都防災・建築

まちづくりセンター」の事務所内に、問い合わせ窓口

となる「民間賃貸住宅による避難者受入れ東京都相

談センター」を設け、被災者からの電話相談を受け

付けた。センターは、相談受付票を作成し、事前に

作成した物件リストをもとに住宅を紹介、また、適切

な物件がリストにない場合は、関係団体を通じ宅建

業者等に住宅の紹介を依頼した（下図のとおり。）。

　エ　契約手法・契約手続き

　住宅所有者と都の二者間による普通建物賃貸借契

約及び被災者と都との一時使用貸借契約

　都が、住宅所有者から普通建物賃貸借契約で住宅

を借り上げ、被災者とは一時使用貸借契約を結び住

宅を提供することとした。

　オ　入居実態の確認・対応等

　現地確認

　年２回現地を訪問し、居住者と面会している。
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３　実績・成果
（1）　契約実績

平成24年
3月30日現在

平成25年
3月31日現在

平成26年
3月31日現在

件数 人数 件数 人数 件数 人数

480 1,112 410 921 339 759

（2）　成果

　・ 被災し、都内に避難してきた方に建物としては

仮設ではない民間賃貸住宅を提供することがで

き、生活の再建に寄与している。

　・ 応急仮設住宅として民間賃貸住宅を借り上げ

ることは、初めての取組であるため、今後、都

が被災した場合に、問題点を含めてその経験を

生かすことができる。

４　事業実施に当たっての課題等
（1）　課題

　ア 　被災者の様々な希望を優先しすぎると住宅確

保が困難となる。

　イ 　駐車場代など必要と思われる費用であっても

求償対象とならないものもある。

　ウ 　他の自治体の受入れ条件が分からず、保険料

等、負担の判断に苦慮した経費があった。

（2）　今後の展望

　平成26年８月６日　応急仮設住宅の供与期間を岩

手県、宮城県からの避難者のうち供与期間を延長す

ることとされた市町村からの避難者については、入

居日から５年間、福島県からの避難者は平成28年３

月末まで延長（プレス発表）

５　その他
・ 都として民間賃貸住宅を借り上げ、応急仮設住宅

として被災者へ提供することは、初めてであった

ため、契約等の内容を決定するためにかなりの時

間を割いた。

・ 被災者の希望は様々であり、その希望と住宅とを

マッチングさせることに苦慮した。

・ 民間賃貸住宅では、エレベーターがある住宅を確

保することが難しく、被災者の理解も得ながら、

都営住宅等との調整を行い対応した。

１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　震災後、福島県等から都内へ多くの方が避難され

てきて、都営住宅等の団地に入居されたり、子どもや

親戚宅へ身を寄せて生活することとなった。避難が

長期化する中で、特に高齢者や障害者の避難者が見

知らぬ土地で生活することへの不安が増してひきこ

もりがちになることが懸念されたため、避難者の不安

を取り除き孤立化しないような対策が必要とされた。

（2）　経緯・取組

　「東京緊急対策2011」（平成23年５月30日）に盛り込

まれ、平成23年６月の東京都議会第二回定例会にお

いて審議され、補正予算として成立したことにより

事業が開始された。

＜具体的経過＞

　平成23年

　７月１日　補正予算成立

７月19日　 避難者の孤立化防止事業等に関する説

明会開催

２　目的・内容
（1）　目的

　被災地から避難してきている避難者（特に高齢者・

障害者等の要配慮者）が、見知らぬ土地で生活する

2　孤立化防止事業
戸別訪問活動、サロン活動等

福祉保健局　高齢社会対策部　在宅支援課
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ことへの不安が増してひきこもりがちになることが

ないように、避難者を支援し孤立化防止を図る。

（2）　内容

　各地域の社会福祉協議会が中心となり、区市町村

や自治会、民生委員等と連携しながら、避難者の生

活している地域の実情に応じて以下の取組を行う

（東京都社会福祉協議会への補助事業）。

　ア　戸別訪問

　特に高齢者・障害者等の要配慮者を中心に戸別訪

問を行い、生活上の困りごと等がないか確認し、必要

な支援につなげる。同時に、避難者支援の相談窓口、

利用できるサービスやその手続き等を記載したリー

フレットを作成し配布する。

　また、定期的に訪問することで、避難者のひきこも

りや孤立化を防止する。

　イ　サロンの設置

　団地の集会室等を避難者が集う「サロン」として活

用することで、避難者同士の交流を図り、避難者の

孤立化を防止する。

　ウ　その他

　区市町村や地域包括支援センター等と連携し、避

難者の自立した生活に向けた支援を行う。

３　実績・成果
（1）　実績

実施年度 実施地区数
平成23年度 15地区
平成24年度 19地区
平成25年度 17地区

（2）　成果

　ア　 戸別訪問を通して、避難者それぞれの生活状

況やニーズ等に合わせたきめ細かい支援の提

供が可能となっている。

　イ　 サロンや交流会の開催を通して、避難者同士

や地域住民との交流が広がっており、避難者

の孤立化防止に寄与している。

　ウ　 避難者自らが戸別訪問を実施したり、サロン

や交流イベントを企画・運営するなど、自主

的な取組も展開されるようになっている。

４　事業実施に当たっての課題等
（1）　課題

　ア　 自ら声をあげず、支援を拒否される方を緩や

かに見守りながら適切な支援につなげるた

め、近隣住民や関係機関と連携した、粘り強

い対応が必要とされている。

　イ　 子育て、就労、ひきこもり、アルコール依存等、

多様化する避難者のニーズに対し、個々の状

態に合わせたより一層きめ細かい支援が求め

られている。

　ウ　 関係部署、避難先自治体、避難元自治体、各

種関係機関等との連携の強化を図り、一体的・

総合的な支援が必要とされている。

　

（2）　今後の展望

　避難元への帰還または都への定住など、避難者の

意向を踏まえて各地域で自立して生活できるよう

に、関係機関が連携し一体的・総合的な支援を展開

していく必要がある。
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災後の被災地雇用対策として、国が平

成23年度一次補正（震災対応事業）及び第三次補正予

算（震災等緊急雇用対応事業）を措置。それを財源と

して、既存の緊急雇用創出事業を活用して各都道府

県が実施した。

（2）　経緯・取組

　平成23年５月　 震災対応事業の新設（事業期間　

平成23年度内）

　平成23年11月　 震災等緊急雇用対応事業の新設

（事業期間　平成23年度から25年

度まで）

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災等の影響による失業者（被災求職者

若しくは平成23年３月11日以降に離職した失業者）

に対する一時的な雇用・就業機会を創出する。

（2）　内容

　東京都及び区市町村が、民間企業等に対する委託

事業や直接雇用（自治体における臨時職員の雇用）に

より、被災求職者等を雇い入れる。

３　実績
　被災求職者の雇用数

　・震災対応事業（平成23年度）　182名

　・ 震災等緊急雇用対応事業（平成23年度から25年

度まで）211名

　　平成25年度末で終了

４　具体的な事業例
　都内区市町村における東日本大震災避難者・被災

者の臨時職員雇用

５　その他
　庁内及び区市町村における事業の掘り起こしに苦

労した。

3　就労支援

１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災の発生に伴い、被災地の雇用情勢の

回復・安定に相当程度の時間を要することが見込ま

れたため、「東京緊急対策2011」において、都内への避

難の長期化が懸念される被災者を対象に都内での雇

用・就業を支援する当該事業を盛り込み、東京しご

とセンターに専門相談窓口を開設した。

（2）　経緯・取組

　平成23年５月　　「東京緊急対策2011」の公表

　平成23年８月　　 東京しごとセンター（飯田橋・

多摩）に緊急就職支援窓口を開

設

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災の発生に伴い、都内での就職を希望

する被災者・避難者の就職と職場定着を支援し、安

定雇用を促進する。

（2）　内容

　ア　専門相談窓口の設置

　イ　ジョブコーディネーターによる支援

震災等緊急雇用対応事業

産業労働局　雇用就業部　就業推進課

緊急就職支援事業

産業労働局　雇用就業部　就業推進課
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＜相談から就職決定までの流れ（避難されている方へのご案内）＞

専門相談窓口に、企業の人事担当者 OB等の専

門相談員（ジョブコーディネーター）を配置

＜求職者向け＞カウンセリングから就職後の

相談・助言の実施、職場訪問等による支援

＜採用企業向け＞人材育成等に関する相談・

助言の実施

　ウ　各種就職支援メニューの実施

しごとセンター事業と連携し、各種セミナー

や職場見学、就職面接会等を実施

　エ　採用企業への助成金の支給

当該事業による支援対象者を一定の条件で採

用した企業に対し、助成金を支給

３　実績　（平成23年８月から平成26年３月末まで）
・事業への登録者数　788名

・就職者数  550名

・職場訪問件数 526件

・ 助成金支給件数 113件

４　その他
　東京しごとセンターを利用された方の声

・20代女性（福島県より避難）

　福島市から単身で自主避難しました。

　東京に来てからしばらくは非正規雇用で働いてい

ましたが、退社し、東京しごとセンターで正社員の

仕事を探しました。

　「本当に仕事が見つかるのだろうか？ジョブコー

ディネーターの方々はどこまで手を貸して下さるの

だろうか？」と最初は半信半疑の状態でしたが、行っ

て正解でした。

　応募書類や面接対策など、一人では大変な準備も

こちらのペースに合わせて無理なく進めて下さいま

した。就職活動は初めてだったため、疑問や不安が

多く精神的疲労もありましたが、些細なことにも答

えて下さり、励まして頂けたことは大きな安心感で

した。

　その後、無事に事務職の正社員として就職するこ

とができました。

　就職活動で迷われている皆様はまずは一歩、しご

とセンターに行ってみてください。職場への定着支

援もあり、いつでも相談できる場があるというのは

とても大きいです。

・30代男性（福島県より避難）

　自力で一度は就職しましたが、以前とは全く違う

仕事に就き、人間関係が上手くいかず精神的に疲れ

てしまい、一年半で辞めてしまいました。

　東京しごとセンターに登録してみようと、巡回就

職相談会に来ていたところに相談しに行きました。

いろいろ話を聞いてもらい、登録して自分を見つめ

直す所から始め、安心して相談できました。

　登録して４か月後、結局は人脈での就職となりま

したが、東京しごとセンターにお世話になり有難く

思っています。

第６章　被災者の受入支援
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１　事業実施の経緯
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災による避難者に対する水道料金の減

免は、平成23年５月27日に公表された被災地・被災

者支援等を目的とする「東京緊急対策2011」の避難者

支援事業の一つであり、東京都給水条例第30条1項

により実施している。

　同様な取組として、平成12年に三宅島噴火時の避

難者に対しての減免措置があり、今回の支援事業の

減免基準は三宅島噴火時の減免と同様の範囲として

いる。

（2）　経緯・取組

　平成23年３月29日付『「二正面作戦」の拡充に向け

た「基本方針」及び「緊急対策」の策定について』を受

け、緊急対策として東日本大震災による避難者に対

する水道料金の減免措置の検討を開始した。

＜具体的経過＞

　平成23年

　４月19日　 緊急対策として東日本大震災による避

難者に対する水道料金の減免事業案を

策定

　５月17日　 下水道局及び都営水道26市町に対し下

水道料金の取り扱いに関する意向を調

査

　５月30日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免について」

をプレス発表

（減免措置期間は避難者が水道を開始

した日の属する月分から平成23年９月

30日まで　※３月11日以降、対象要件

が発生した時期に遡及して適用）

以降、４度減免措置期間を延長し、平

成27年３月31日までとなっている。

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災により居住継続が困難となった被災

者又は、福島第一・第二原子力発電所の周辺におい

て、国から避難指示等が出された地域等からの避難

者に対する経済的支援を目的とする。

（2）　内容

　ア　対象者　

　次に掲げる避難者等が、給水契約者である場合は

給水契約者本人、親族等の住宅に入居している場合

は当該住宅の給水契約者を対象とする。

　（ア） 　東日本大震災により居住継続が困難となっ

た被災者　

　（イ）  　福島第一原子力発電所及び福島第二原子力

発電所の周辺において、国から避難指示等が

出た地域からの避難者

　イ　減免内容　

　（ア）　平成26年5月分まで

　基本料金と１月あたり使用水量10㎥までの分に係

る従量料金の合計額に100分の105を乗じて得た額を

免除する。

　集合住宅雑用水料金は１月あたり121円を（消費税

相当額を含む。）を免除する。

　（イ）　平成26年6月分から

　基本料金と１月あたり使用水量10㎥までの分に係

る従量料金の合計額に100分の108を乗じて得た額を

免除する。

　集合住宅雑用水料金は１月あたり125円（消費税相

当額を含む。）を免除する。

　ウ　減免期間

　平成27年３月31日まで（使用開始日に遡って適用）

※既に減免措置を適用されている方の再申請手続き

は不要

　エ　対象地域　

　23区及び多摩地区都営水道26市町

　オ　受付方法　

　（ア） 　都営住宅等東京都があっせんした住宅に入

居の避難者は申請書等の提出は不要とする。

4　使用料の減免

第６章　被災者の受入支援
第２節　避難者支援

水道局　サービス推進部　業務課

水道料金の減免
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　（イ） 　その他の住宅に入居する避難者は、全国避

難者情報システムに登録された避難先住所へ

減免申請書を郵送し、避難者本人が記入のう

え、郵送にて申請書等を返送する。

　（ウ） 　営業所及び多摩地区サービスステーション

窓口へ申請書を提出する。

　カ　申請に必要な書類　

減免申請書、り災証明書又は被災証明書（写し

可）

　　※ 提出が困難な場合は、被災時の住所が分かる

書類（運転免許証、保険証等）の写しでも可。

３　実績・成果
（1）　実績

水道料金減免実績
平成23年度 平成24年度 平成25年度

減免件数 35,705件 43,950件 41,072件

減免水量 553,498㎥ 594,990㎥ 595,312㎥

減免額 43,378千円 55,583千円 52,295千円

※減免件数は、１適用者の１月分を１件で計上している。

（2）　成果

　東日本大震災の避難者に対して経済的支援を行う

ことができた。申請方法の工夫として、都営住宅等

東京都があっせんした住宅に入居の避難者について

は申込書に個人情報の目的外提供の承諾を記載する

ことで都市整備局から情報提供を可能とし、減免申

込書等の提出を不要とした。当該の避難者へは直近

の請求時に減免適用の通知を行った。

　また、全国避難者情報システムの登録について営

業所等掲示版への掲示及び営業所等窓口における配

布を実施した。全国避難者情報システムの情報を総

務局から提供を受けて避難先住所へ減免申請書等を

郵送した。

　なお、現在も定期的に総務局からの提供に基づき

対象者に対して避難先住所へ減免申請書の送付を

行っている。　　　

　このように避難者の手続きの負担を省略した結

果、多くの避難者に対して減免を適用することがで

きた。

　その他の取り組みとして、減免措置期間の延長が

決定した際はその都度避難者宛てにお知らせを送付

し、入居状況も確認している。

４　事業実施に当たっての課題等
（1）　課題

　減免措置は、水道料金制度の例外措置であるため、

今後の減免措置の延長については避難状況等を考慮

して検討していくことが必要である。

（2）　今後の展望

　減免適用者年度末現在数は平成24年７月をピーク

に減少傾向であり、平成25年度末現在で減免適用者

数は3,140件である。避難期間が長期的なものとなっ

ているため、今後も東日本大震災の避難者への継続

的な支援の実施について関連部署と調整していく。

５　その他
　局内だけでなく都市整備局、総務局、区市町等と

の調整事項があるとともに、都営住宅等への避難者

の入居が始まっている中で速やかに減免措置を実施

することが必要であったため、準備作業を分類し、

担当者を割り振って調整を進めた。

　都市整備局及び総務局からの情報提供資料は重要

資料として厳重に管理することに留意して減免の適

用に向けた確認作業を行った。

　区市町によって避難者数にばらつきがあったた

め、避難者が多い管轄の営業所等においては減免入

力作業を分担し、迅速な事務処理を行った。

第６章　被災者の受入支援
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１　事業実施の経緯・背景
（1）　背景・きっかけ

　東日本大震災により居住継続が困難になった被災

者及び、福島第一・第二原子力発電所の周辺におい

て、国から避難指示等が出された地域等からの避難

者に対して、生活支援を図るため、下水道料金の減

免措置を実施することとした。

（2）　経緯・取組

　平成23年

　５月30日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免について」

プレス発表（適用期間：水道を使用開

始した日の属する月分から平成23年９

月30日まで ）

　８月24日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免措置期間

の延長について」プレス発表（減免措置

期間の延長：平成24年７月31日まで）

　平成24年

　５月30日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免措置期間

の延長について」プレス発表（減免措置

期間の延長：平成25年３月31日まで）

　平成25年

　３月28日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免措置期間

の延長について」プレス発表（減免措置

期間の延長：平成26年３月31日まで）

　平成26年

　３月28日　 「東日本大震災による避難者に対する

水道料金・下水道料金の減免措置期間

の延長について」プレス発表（減免措置

期間の延長：平成27年３月31日まで）

２　目的・内容
（1）　目的

　東日本大震災により居住継続が困難となった被災

者及び福島第一・第二原子力発電所の周辺において、

国から避難指示等が出された地域等からの避難者に

対し、下水道料金を減免することにより、生活の安

定に寄与する。

（2）　内容

　ア　減免対象 

　東日本大震災により居住継続が困難となった被災

者及び福島第一・第二原子力発電所の周辺において、

国から避難指示等が出された地域等からの避難者に

ついて、避難者等が給水契約者である場合は本人、

親族等の住居に入居している場合は当該住宅の給水

契約者を対象とする。

※下水道料金については23区の居住者

　イ　減免額

　・平成26年５月分まで

　１月当たり８立方メートル以下の汚水排出量に

かかる料率額に100分の105を乗じて得た額

　・平成26年６月分から

　１月当たり８立方メートル以下の汚水排出量に

かかる料率額に100分の108を乗じて得た額

３　実績

下水道料金減免実績
　 平成23年度 平成24年度 平成25年度

減免件数 24,737件 31,730件 29,839件

減免水量 164,620㎥ 210,107㎥ 197,456㎥

減免額 14,117千円 18,561千円 17,474千円

４　事業実施に当たっての課題等
（1）　課題

　対象者の方にいかに周知するかが課題であった。

そのため、広報東京都やニュース東京の下水道等で

周知するとともに、減免対象の方へ周知していただ

くよう23区の各区長あてに依頼した。

（2）　今後の展望

　今後も東日本大震災の避難者への支援の実施につ

いて、関連部署と調整していく。

第６章　被災者の受入支援
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